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山口県の雇用情勢（令和２年９月分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



山口県の雇用情勢の概況（令和２年９月）

山口労働局雇用情勢基調判断

求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の影響により、
弱い動きが続いている。（６か月連続）

【参考】過去の基調判断
平成２７年 ５月～「一部に弱さが残るものの、着実に改善が進んでいる」
平成２８年 ９月～「着実に改善が進んでいる」
平成３０年１２月～「着実に改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している」
令和 ２年 １月～「改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している」

（3年4か月ぶりに下方修正）

令和 ２年 ２月～「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症が雇用
に与える影響に十分注意する必要がある」 （２か月連続の下方修正）

令和 ２年 ３月～「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、一部に弱い動きがみられる」 （３か月連続の下方修正）

令和 ２年 ４月～「求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の影響
により、弱い動きがみられる」 （４か月連続の下方修正）

山口県金融経済情勢：令和２年１０月（日本銀行下関支店）

山口県内の経済情勢：令和２年１０月（財務省中国財務局山口財務事務所）

県内景気は、一部に持ち直しの動きがみられるものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、

弱い状況が続いている。

県内経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況にあるものの、持ち直しの動

きがみられる。（前回比較： ）

県内経済の判断

前年同月比0.27P低下

１．３６倍

前月比13.8%減少

１．０８倍８，８０５人

前月比2.1％増加前月比0.02P上昇

１．２０倍

新規求人数

（季節調整値） （季節調整値）

新規求職者数
正社員

有効求人倍率
（原数値）

前月比0.01P上昇

就業地別
有効求人倍率
（季節調整値）

３，８３５人

【参考】中国地方の動向 有効求人倍率（季節調整値）

令和2年7月 令和2年8月 令和2年9月

山口県 1.22 1.18 1.20

鳥取県 1.26 1.20 1.19

島根県 1.44 1.35 1.30

岡山県 1.44 1.43 1.38

広島県 1.35 1.22 1.19

全 国 1.08 1.04 1.03

有効求人倍率

（季節調整値）
【試算値】

Ⓒ 山口県



◎用語の解説

○季節調整値

求人数や求職者数は経済状況だけでなく、季節的な理由により、一定の規則性を
もって変化する数字（原数値）をみるだけでは、変化が経済状況によるものか、季節的
な理由によるものかわからないので、「季節的な変化を取り除いた数値」で比較する必
要があり、これを「季節調整」といい、季節調整を行った数値を「季節調整値」という。
（季節調整値＝原数値÷季節指数×１００）

○新規求人数

○月間有効求職者数

○新規求職申込件数

○月間有効求人数

期間中に新たに受け付けた求人数（採用予定人員）をいう。

前月から繰り越された有効求人数（前月末日現在において、求人票の有効期限が翌
月以降にまたがっている未充足の求人数をいう。）と当月の「新規求人数」の合計数を
いう。

期間中に新たに受け付けた求職申し込みの件数をいう。

前月から繰り越された有効求職者数（前月末日現在において、求職票の有効期限が
翌月以降にまたがっている就職未内定者の求職者をいう。）と当月の「新規求職申込
件数」の合計数をいう。

○求人倍率
求職者に対する求人数の割合をいい、「新規求人数」を「新規求職申込件数」で除し
て得た「新規求人倍率」と、「月間有効求人数」を「月間有効求職者数」で除して得た
「有効求人倍率」の２種類がある。

○正社員
パートタイムを除く常用のうち、勤め先で正社員、正職員などと呼称される正規労働
者をいう。
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山口県の雇用情勢（令和２年９月分）について 

～有効求人倍率は１．２０倍となり、前月から０．０２ポイント上昇～ 

 
 

１． ２０倍（前月から０．０２ポイント上昇） 

   
 
県内の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナ 
ウイルス感染症の影響により、弱い動きが続いている。 

（６か月連続で判断維持） 
※過去の基調判断 

・平成３０年１２月～ 「着実に改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している。」 

・令和 ２年 １月～ 「改善が進む中、求人が求職を大幅に上回って推移している。」 

（３年４か月ぶりに下方修正） 

・令和 ２年 ２月～ 「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症が 

雇用に与える影響に十分注意する必要がある。」（２か月連続で下方修正） 

・令和 ２年 ３月～ 「求人が求職を大幅に上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の 

影響により、一部に弱い動きがみられる。」（３か月連続で下方修正） 

・ 令和 ２年 ４月～ 「求人が求職を上回って推移しているが、新型コロナウイルス感染症の影響に 

より、弱い動きがみられる。」（４か月連続で下方修正） 

 

 

 

 

１ 有効求人倍率（季節調整値）の状況 
 

○ 有効求人数が前月比０．５％減少し、有効求職者数が前月比１．９％
減少したことから、前月を０．０２ポイント上回り、１．２０倍とな
った。 

 
・ 有効求人倍率（季節調整値） １．２０倍（前月比０．０２ポイント上昇） 

・ 有効求人数（季節調整値） ２３，８７９人（前月比０．５％減少） 

・ 有効求職者数（季節調整値） １９，８７９人（前月比１．９％減少） 

 

－１－ 



 

２ 新規求人倍率（季節調整値）の状況 

○ 新規求人数が前月比２．１％増加し、新規求職者数が前月比１３．８％ 
減少したことから、前月を０．３６ポイント上回り、２．３０倍とな 
った。 

 
・ 新規求人倍率（季節調整値） ２．３０倍（前月比０．３６ポイント上昇） 

・ 新規求人数（季節調整値） ８，８０５人（前月比２．１％増加） 

・ 新規求職者数（季節調整値） ３，８３５人（前月比１３．８％減少） 

 
 

３ 正社員有効求人倍率（原数値）の状況 

○ 正社員有効求人倍率(原数値)は、１．０８倍となり、４年１か月連続、
１倍台で推移している。前年同月比では ０．２７ポイント下回った。 
 

・ 正社員有効求人倍率（原数値） １．０８倍（前年同月比０．２７ポイント低下） 

・ 正社員有効求人数（原数値） １２，８８７人（前年同月比１５．７％減少） 

・ 正社員有効求職者数（原数値） １１，９２８人（前年同月比５．２％増加） 

 

 

４ 産業別新規求人数の前年同月との比較状況 

○ 100 人以上増加した産業 
該当なし 

 
○ 100 人以上減少した産業 

「製造業」、「運輸業，郵便業」、「卸売業,小売業」、「宿泊業,飲食サービ
ス業」、「生活関連サービス業,娯楽業」、「医療,福祉」、「サービス業（他
に分類されないもの）」 
 

５ ハローワーク別有効求人倍率（原数値）の状況 

○ 最も高い地域・・・ハローワーク宇部の１．５２倍 
 
○ 最も低い地域・・・ハローワーク岩国の１．０１倍 
 

６ 就業地別有効求人倍率（季節調整値）【試算値】の状況 

○ 前月を０．０１ポイント上回り、１．３６倍となった。 
 

※ 就業地別有効求人倍率は、企業の所在する都道府県ではなく、実際に就業する

都道府県を求人地として試算したもの。 

 
 
 
 
 
 

－２－ 



1　有効求人倍率の推移（季節調整値）

有効求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 1.57 1.56 1.57 1.56 1.60 1.60 1.62 1.62 1.66 1.65 1.65 1.62
令和元年度 1.63 1.62 1.62 1.61 1.60 1.61 1.61 1.60 1.59 1.47 1.42 1.35
令和２年度 1.29 1.23 1.21 1.22 1.18 1.20

２　新規求人倍率の推移（季節調整値）

新規求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 2.21 2.19 2.29 2.25 2.37 2.26 2.32 2.34 2.44 2.34 2.33 2.31
令和元年度 2.46 2.28 2.28 2.33 2.32 2.31 2.36 2.21 2.31 1.94 2.20 2.04
令和２年度 1.82 2.03 1.88 1.99 1.94 2.30

３　正社員有効求人倍率の推移

正社員
有効求人倍率 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
平成３０年度 1.13 1.14 1.19 1.21 1.26 1.28 1.30 1.33 1.44 1.41 1.36 1.28
令和元年度 1.24 1.24 1.27 1.28 1.31 1.35 1.36 1.37 1.43 1.29 1.23 1.14
令和２年度 1.06 1.02 1.05 1.07 1.07 1.08

30,598 30,302 30,198 29,937 
28,020 27,241 

25,742 
24,323 

23,064 22,903 23,809 23,991 23,879 

19,019 18,853 18,928 18,871 19,102 19,162 19,006 18,882 18,794 18,899 19,574 20,255 19,879 

15,000

20,000

25,000

30,000

元年9月 10月 11月 12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

（人）

月間有効求人数(季節調整値) 月間有効求職者数(季節調整値)

1.61 1.61 1.60 1.59 

1.47 1.42 
1.35 

1.29 

1.23 1.21 1.22 1.18 1.20 
1.58 1.58 1.57 1.57 

1.49 1.45 1.39 1.32 

1.20 1.11 1.08 1.04 1.03 
0.9
1.0
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.6
1.7
1.8

元年9月 10月 11月 12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

（倍） 山口県 全国有効求人倍率（季節調整値）

(注) 新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

2.31 2.36 
2.21 

2.31 

1.94 

2.20 
2.04 

1.82 

2.03 
1.88 

1.99 
1.94 

2.30 2.35 2.43 
2.38 2.44 

2.04 

2.22 2.26 

1.85 

1.88 
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2.02 
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1.9
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2.1
2.2
2.3
2.4
2.5
2.6

元年9月 10月 11月 12月 2年1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

（倍） 山口県 全国新規求人倍率（季節調整値）

(注) 新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

1.35 1.36 1.37 1.43 
1.29 

1.23 
1.14 

1.06 1.02 1.05 1.07 1.07 1.08 
1.14 1.15 1.18 1.21 

1.13 1.08 1.02 
0.92 

0.84 0.81 0.79 0.78 0.78 
0.6
0.7
0.8
0.9
1.0
1.1
1.2
1.3
1.4
1.5
1.6
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（倍）
山口県 全国正社員有効求人倍率（原数値）

（注）正社員の有効求人倍率は、正社員の月間有効求人数を、パートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、パートタイム

を除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員有効求人倍率より低い値となる。
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（単位：人・％）

年　月 元年 2年

産業別 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月

43       82       37       31       37       62       59       32       46       36       38       32       47       4 9.3

11       8        1        11       1        2        9        3        0        11       4        3        10       ▲ 1 ▲ 9.1

1,416   1,249   1,155   1,344   1,025   1,147   1,170   1,134   1,163   1,356   1,246   1,143   1,400   ▲ 16 ▲ 1.1

1,194   1,123   1,006   962     888     817     881     671     724     801     758     710     891     ▲ 303 ▲ 25.4

食 料 品 製 造 業
348     240     285     265     197     181     263     164     175     205     174     184     289     ▲ 59 ▲ 17.0

繊 維 工 業
36       26       27       29       18       29       23       17       24       24       31       16       25       ▲ 11 ▲ 30.6

化 学 工 業
66       67       109     90       92       90       77       43       79       69       41       58       58       ▲ 8 ▲ 12.1

金 属 製 品 製 造 業
135     111     120     125     92       97       98       93       86       130     98       103     143     8 5.9

は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
91       136     61       76       118     38       76       65       72       51       79       64       53       ▲ 38 ▲ 41.8

生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
62       22       19       44       26       22       38       14       23       24       32       20       26       ▲ 36 ▲ 58.1

電 気 機 械 器 具 製 造 業
65       50       41       46       32       38       76       25       22       52       31       20       47       ▲ 18 ▲ 27.7

輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業
89       113     83       80       54       105     50       85       79       77       86       109     62       ▲ 27 ▲ 30.3

13       15       9        14       18       10       7        13       9        4        15       18       13       0 0.0

71       95       92       48       90       104     35       79       68       37       84       57       69       ▲ 2 ▲ 2.8

707     1,009   864     612     778     656     636     737     483     509     724     440     542     ▲ 165 ▲ 23.3

1,789   1,988   1,522   1,452   1,435   1,626   1,326   1,132   1,161   1,301   1,375   1,367   1,393   ▲ 396 ▲ 22.1

74       45       51       55       37       29       40       34       57       30       25       47       39       ▲ 35 ▲ 47.3

166     219     165     188     139     163     184     94       151     151     93       145     133     ▲ 33 ▲ 19.9

187     190     207     124     136     141     161     93       84       148     100     128     133     ▲ 54 ▲ 28.9

677     659     583     578     529     503     477     322     384     473     432     398     525     ▲ 152 ▲ 22.5

582     551     631     641     499     607     548     339     346     457     313     365     398     ▲ 184 ▲ 31.6

152     222     122     121     203     141     289     96       64       130     120     87       121     ▲ 31 ▲ 20.4

2,541   2,580   2,385   2,616   2,517   2,379   2,365   2,181   2,087   2,299   2,263   2,185   2,302   ▲ 239 ▲ 9.4

51       132     97       44       66       62       42       50       80       51       45       53       46       ▲ 5 ▲ 9.8

930     1,016   886     944     825     896     744     660     724     772     839     671     828     ▲ 102 ▲ 11.0

192     141     476     417     491     428     243     182     338     269     149     159     147     ▲ 45 ▲ 23.4

10,796 11,324 10,289 10,202 9,714 9,773 9,216 7,852 7,969 8,835 8,623 8,008 9,037 ▲ 1,759 ▲ 16.3

（注）　１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

　　　　２　平成２５年１０月改訂「日本標準産業分類」に基づく区分による。

（前年同月より100人以上増加した産業）

（前年同月より100人以上減少した産業）

情 報 通 信 業

４　産業別新規求人状況

対前年同月比

増減差 増減率(%)

農 ， 林 ， 漁 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業

建 設 業

製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業

公務（他に分類されるものを除く）・
そ の 他

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

金 融 業 ， 保 険 業

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

学術研究，専門・技術サービス業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

医 療 ， 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

サービス業（他に分類されないもの）

合            計

　新規求人数を産業別に前年同月と比較すると、以下のとおりである。

　該当なし

製造業（303人）、運輸業，郵便業（165人）、卸売業，小売業（396人）、宿泊業，飲食サービス業（152人）、生活関
連サービス業，娯楽業（184人）、医療，福祉（239人）、サービス業（他に分類されないもの）（102人）
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（単位：倍）

山口 下関 宇部 防府 萩 徳山 下松 岩国 柳井 県 全国

1.56 1.65 1.48 1.41 1.63 1.55 1.25 1.45 1.50 1.51 1.54

1.79 1.71 1.63 1.61 1.67 1.45 1.43 1.48 1.48 1.61 1.62

1.64 1.71 1.68 1.49 1.56 1.47 1.37 1.37 1.44 1.56 1.55

1.68 1.85 1.65 1.57 1.63 1.49 1.42 1.40 1.39 1.61 1.58

1.72 1.95 1.72 1.50 1.64 1.53 1.41 1.38 1.39 1.61 1.58

1.74 1.97 1.79 1.50 1.72 1.49 1.45 1.38 1.39 1.60 1.57

1.89 1.99 1.95 1.56 1.74 1.58 1.53 1.43 1.44 1.59 1.57

1.64 1.68 1.82 1.35 1.51 1.53 1.45 1.35 1.71 1.47 1.49

1.47 1.53 1.76 1.27 1.41 1.50 1.31 1.47 1.56 1.42 1.45

1.31 1.43 1.54 1.11 1.34 1.37 1.17 1.35 1.44 1.35 1.39

1.13 1.34 1.38 0.94 1.11 1.14 1.10 1.13 0.99 1.29 1.32

1.05 1.26 1.26 1.02 1.02 1.07 1.13 0.97 0.95 1.23 1.20

1.08 1.26 1.32 1.03 1.09 1.07 1.18 0.99 0.98 1.21 1.11

1.10 1.33 1.36 1.06 1.07 1.13 1.16 1.04 1.05 1.22 1.08

1.09 1.35 1.41 1.06 1.11 1.06 1.17 0.97 1.02 1.18 1.04

1.06 1.33 1.52 1.08 1.15 1.11 1.14 1.01 1.07 1.20 1.03

（注）

２　県及び全国の各月の数値は、季節調整値である。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指

　数により改訂されている。

8月　

9月　

１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

2月　

3月　

4月　

5月　

6月　

7月　

令和２年1月　

５　公共職業安定所別有効求人倍率の推移

安定所別

年　月

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和元年9月　

10月　

11月　

12月　

季節調整値 季節調整値
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　（新規学卒者を除く） （単位：倍）

安定所別

（注）   正社員の有効求人倍率は正社員の月間有効求人数をパートタイムを除く常用の月間有効求職者数で除して算出しているが、
　パートタイムを除く常用の月間有効求職者数には派遣労働者や契約社員を希望する者も含まれるため、厳密な意味での正社員
　有効求人倍率より低い値となる。

（注）新規学卒者及び臨時・季節を除きパートタイムを含む。

（注）令和2年1月～4月の在職者の内訳については精査中である。

0 0 0 0 0 #DIV/0!0 0 0 0 0 0不明 常用計 0 0 0

264 262 423 321その他 常用計 288 306 298 219

183 172 129 105

251 234 256 -32 -11.1197 252

9.6 11.0 -0.2 -1.8

家事・育児 常用計 226 166 151

9.3 9.9 12.1 7.7 7.4 10.3
無業者

222 156 131 179 -47 -20.890 217

53 52

407 365 435 -79 -15.4

全体に占める割合 11.2 10.5 11.3 9.4

481 445 595 450 302 474常用計 514 472 449 309

9.6

1 -2 -66.7

前職自営・他 常用計 53 55 45

5 3 4 3 1 1

50 35 42 35 -18 -34.029 70 50 54

43.8 45.3 -0.9 -1.9

理由不明 常用計 3 4 2 1

39.7 39.2 42.3 45.5 42.1 41.3全体に占める割合 46.2 44.5 42.6 41.1 43.1

1 3

1,946 1,759 1,675 1,782 -341 -16.11,349 2,234 1,775 1,932 2,480 1,860
自己都合

常用計 2,123 1,991 1,688

11.6 11.5 10.0 23.9

696 513 480 -32 -6.3

全体に占める割合 11.1 12.1 10.5 10.2

601 516 492 1,401 806 843

16.4 13.4 12.2 1.1 9.919.7 18.3

333 124

2.8 2.6 0.5 23.8

事業主都合

常用計 512 540 417 335

2.1 2.8 5.7 3.0 2.5 2.9全体に占める割合 2.1 2.6 2.0 2.2 2.7

2,367 -368 -13.5

定 年
常用計 97 117 79

2,982 2,389 2,568 4,217 2,791 2,904

114 124 107 104 7 7.272 142 95 140

61.2 61.0 0.3 0.5

前雇用者 常用計 2,735 2,652 2,186 1,757

54.5 53.2 72.8 69.6 64.0 61.5全体に占める割合 60.7 60.5 56.4 54.4 58.9

2,580 2,298

2,340 2,402 -386 -13.81,786 3,052 2,439 2,622 4,270 2,843
離職者

常用計 2,788 2,707 2,231 2,954 2,615

31.8 35.5 33.8 19.5

1,232 1,116 1,100 -191 -14.8

全体に占める割合 28.1 29.0 32.3 36.2

1,646 1,589 1,716 1,144 940 1,189

29.0 29.2 27.9 -0.2 -0.723.0 25.8
在職者

常用計 1,291 1,299 1,279 1,190

4,473 4,933 5,864

増減比（％）

新規求職者 常用計 4,593 4,478 3,959 3,285 5,179

3月 4月 5月 6月 7月 8月

3,821 3,937 -656 -14.34,085 4,617 4,254

前年との比較

項　目 9月 10月 11月 12月 1月 2月

年　月 元年 2年

9月 増減差

1.07 1.16 0.97 0.95 1.08

７　態様別新規求職者（常用）

9月 0.88 1.18 1.37 0.89 1.01

1.01 1.05 1.23 0.97 0.91 1.07

1.13 1.18 1.08 0.93 1.070.96

8月 0.88 1.19 1.27 0.85

7月 0.89 1.18 1.21 0.89

1.00 1.13 1.19 1.04 0.86 1.05

1.07 1.11 1.00 0.80 1.020.98

6月 0.86 1.14 1.18 0.93

5月 0.82 1.18 1.15 0.89

1.01 1.14 1.06 1.17 0.78 1.06

1.26 1.09 1.27 1.10 1.141.13

4月 0.84 1.18 1.25 0.84

3月 0.87 1.18 1.38 0.92

1.24 1.41 1.17 1.31 1.27 1.23

1.44 1.24 1.19 1.33 1.291.35

2月 0.96 1.21 1.51 1.04

令和2年1月 1.07 1.36 1.52 1.10

1.44 1.49 1.37 1.24 1.12 1.43

1.40 1.32 1.22 1.06 1.371.45

12月 1.30 1.63 1.61 1.29

11月 1.21 1.61 1.52 1.21

1.32 1.42 1.32 1.20 1.04 1.36

1.39 1.32 1.24 1.07 1.351.35

10月 1.21 1.62 1.50 1.22

令和元年9月 1.21 1.54 1.47 1.26

1.31 1.37 1.24 1.20 1.09 1.29

1.27 1.27 1.19 1.06 1.271.28

令和元年度 1.13 1.40 1.45 1.22

　　平成30年度 1.19 1.34 1.39 1.30

徳山 下松 岩国 柳井 県
年 月

６ 公共職業安定所別有効求人倍率（正社員）の推移

山口 下関 宇部 防府 萩
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主要業務概要

本 月 前 月 前 年 同 月

（02.9） （02.8） （01.9） 前月比
前年同
月 比

3,952 3,835 4,607 - ▲ 14.2
3,835 4,449 4,713 ▲ 13.8 -

19,909 19,892 18,884 - 5.4
19,879 20,255 19,019 ▲ 1.9 -
9,037 8,008 10,796 - ▲ 16.3
8,805 8,628 10,898 2.1 -

23,836 23,389 30,325 - ▲ 21.4
23,879 23,991 30,598 ▲ 0.5 -

　　であり月々の変化を見たり、地域間の比較をする場合によく用いられる。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。

（注）　新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、令和元年12月以前の数値は新季節指数により改訂されている。

　　（注）　１　新規学卒者を除きパートタイムを含む。なお、正社員については、パートタイムを除く。

　　　　　　２　正社員の月間有効求職者数は、パートを除く常用の求職者数であり、派遣労働者や契約社員を希望する者も

　　　　　　　　含まれる。

　　　　　　３　※は季節調整値。季節調整値とは、一年を周期として繰り返す季節的な要因による変動の影響を取り除いた値

▲ 15.7

正社員月間有効求職者数 11,928 11,955 11,343 - 5.2

正社員月間有効求人数 12,887 12,745 15,286 -

月間有効求人数

項 目
増減率（％）　

新規求職申込件数

月間有効求職者数

新規求人数

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

有効求人倍率

有効求人数・有効求職者数

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※
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※

※

※

※
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※

※

（参考） 就業地別有効求人倍率（季節調整値） 【試算値】

27,406 28,894 29,671 30,522 29,548 

21,702 
20,442 19,636 18,958 18,934 

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

35000

２７年度平均 ２８年度平均 ２９年度平均 ３０年度平均 元年度平均

（人）

有効求人数 有効求職者数

1.26
1.41

1.51
1.61

1.56

1.23

1.39

1.54 1.62

1.55

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

２７年度平均 ２８年度平均 ２９年度平均 ３０年度平均 元年度平均

（倍）

山口県 全国

1.84 1.85 1.86 1.84 1.84 

1.68 
1.64 

1.56 
1.48 

1.42 1.39 1.38 1.35 1.36 

1.3

1.4

1.5

1.6

1.7

1.8

1.9

2.0

元年８月 ９月 １０月 １１月 １２月 ２年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

（倍）

山口県

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※
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都 道 府 県 別 有 効 求 人 倍 率 ： 季 節 調 整 値
（新 規 学 卒 者 を 除 き パ ー ト タ イ ム を 含 む）
令和2年9月　全国平均1.03　［原数値1.03倍］

（注）季節調整値計算（季節調整値替え）は、毎年過去１年分のデータが揃う年初に行われ、季節調整済系列が改定される。

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

0.64

1.08

1.11

1.08

1.10

0.88

1.02

1.00

0.93

1.23

1.25

1.05

1.20

1.19

1.38

1.30

1.19

0.96

1.09

0.93

1.12

1.01

0.82

1.01

1.01

0.90

1.20

1.00

0.91

1.44

1.09

1.15

1.18

0.74

1.19

0.85

0.86

1.08

0.93

1.19

1.15

1.03

1.23

1.14

1.00

0.89

0.94

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0 2.1 2.2

沖縄県

鹿児島

宮崎

大分

熊本

長崎

佐賀

福岡

高知

愛媛

香川

徳島

山口

広島

岡山

島根

鳥取

和歌山

奈良

兵庫

大阪

京都

滋賀

三重

愛知

静岡

岐阜

長野

山梨

福井

石川

富山

新潟

神奈川

東京

千葉

埼玉

群馬

栃木

茨城

福島

山形

秋田

宮城

岩手

青森

北海道

（倍）

全国平均
1.00倍 1.03倍
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求人・求職　バランスシート

令和2年9月 山口労働局職業安定課

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

職業計 22,722 19,833 1.15
Ａ管理的職業 70 47 1.49
Ｂ専門的・技術的職業 4,286 2,378 1.80

  07開発技術者 116 43 2.70
  08製造技術者 98 215 0.46
  09建築・土木技術者等 821 109 7.53
  10情報処理・通信技術者 100 129 0.78
  11その他の技術者 25 15 1.67
  12医師、薬剤師等 137 50 2.74
  13保健師、助産師等 1,286 778 1.65
  14医療技術者 450 151 2.98
  15その他の保健医療 130 137 0.95
  16社会福祉の専門的職業 825 416 1.98
  22美術家、デザイナー等 70 96 0.73
　05.06.17～21.23.24その他の専門的職業 228 239 0.95

C事務的職業 1,615 4,260 0.38
  25一般事務員 1,099 3,825 0.29
  26会計事務員 160 199 0.80
  27生産関連事務員 144 57 2.53
  28営業・販売関連事務員 107 93 1.15
  29外勤事務員 14 0 　　　　　-
  30運輸・郵便事務 66 22 3.00
  31事務用機器操作の職業 25 64 0.39

D販売の職業 2,767 1,169 2.37
  32商品販売の職業 1,483 855 1.73
  33販売類似の職業 67 12 5.58
  34営業の職業 1,217 302 4.03

Eサービスの職業 5,124 1,920 2.67
  35家庭生活支援サービス 31 3 10.33
  36介護サービスの職業 2,361 709 3.33
  37保健医療サービス 430 111 3.87
  38生活衛生サービス 383 80 4.79
  39飲食物調理の職業 834 580 1.44
  40接客・給仕の職業 857 298 2.88
  41居住施設・ビルの管理 41 37 1.11
  42その他のサービス 187 102 1.83

F保安の職業 579 129 4.49
G農林漁業の職業 136 108 1.26
Ｈ生産工程の職業 2,613 1,322 1.98

  49生産設備（金属） 28 20 1.40
  50生産設備（金属除く） 52 53 0.98
  51生産設備（機械） 13 23 0.57
  52金属材料製造等 618 184 3.36
  54製品製造・加工処理 723 428 1.69
  57機械組立の職業 292 245 1.19
  60機械整備・修理の職業 600 126 4.76
  61製品検査（金属） 33 16 2.06
  62製品検査（金属除く） 41 34 1.21
  63機械検査の職業 19 11 1.73
  64生産関連・生産類似 194 182 1.07

Ｉ輸送・機械運転の職業 1,511 711 2.13
  65鉄道運転の職業 1 1 1.00
  66自動車運転の職業 1,234 517 2.39
  67船舶・航空機運転 1 2 0.50
  68その他の輸送の職業 81 110 0.74
  69定置・建設機械運転 194 81 2.40

Ｊ建設・採掘の職業 1,875 314 5.97
  70建設躯体工事の職業 292 20 14.60
  71建設の職業 501 110 4.55
  72電気工事の職業 313 90 3.48
  73土木の職業 765 94 8.14
  74採掘の職業 4 0 　　　　　-

Ｋ運搬・清掃等の職業 2,146 2,977 0.72
  75運搬の職業 621 426 1.46
  76清掃の職業 839 500 1.68
  77包装の職業 84 25 3.36
  78その他の運搬等の職業 602 2,026 0.30

分類不能の職業 0 4,498 0.00

職 業 分 類

（注）１　常用的パートタイムを含む。

　　　２　平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。



求人・求職　バランスシート

令和2年9月

専門・技術職 事務職 販売職 サービス職 保安職 生産工程職 輸送・機械運転職 建設・採掘職 運搬・清掃職 合計

有 効 求 人 数 4,286 1,615 2,767 5,124 579 2,613 1,511 1,875 2,146 22,722

有効求職者数 2,378 4,260 1,169 1,920 129 1,322 711 314 2,977 19,833

有効求人倍率 1.80 0.38 2.37 2.67 4.49 1.98 2.13 5.97 0.72 1.15

（注）１　常用的パートタイムを含む。

（注）２　合計には、［管理職］［農林漁業職］［職業分類不能］を含む。

　　　３　平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。
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常用　求人・求職　バランスシート

令和2年9月 山口労働局職業安定課

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

職業計 14,716 11,928 1.23
Ａ管理的職業 69 41 1.68
Ｂ専門的・技術的職業 3,121 1,627 1.92

  07開発技術者 114 38 3.00
  08製造技術者 97 183 0.53
  09建築・土木技術者等 814 93 8.75
  10情報処理・通信技術者 98 119 0.82
  11その他の技術者 21 14 1.50
  12医師、薬剤師等 93 26 3.58
  13保健師、助産師等 837 494 1.69
  14医療技術者 275 103 2.67
  15その他の保健医療 103 110 0.94
  16社会福祉の専門的職業 516 219 2.36
  22美術家、デザイナー等 42 83 0.51
　05.06.17～21.23.24その他の専門的職業 111 145 0.77

C事務的職業 973 2,699 0.36
  25一般事務員 633 2,394 0.26
  26会計事務員 98 144 0.68
  27生産関連事務員 106 36 2.94
  28営業・販売関連事務員 78 73 1.07
  29外勤事務員 3 0 　　　　　-
  30運輸・郵便事務 46 17 2.71
  31事務用機器操作の職業 9 35 0.26

D販売の職業 1,878 702 2.68
  32商品販売の職業 683 413 1.65
  33販売類似の職業 46 6 7.67
  34営業の職業 1,149 283 4.06

Eサービスの職業 2,249 1,028 2.19
  35家庭生活支援サービス 0 1 0.00
  36介護サービスの職業 1,117 461 2.42
  37保健医療サービス 253 62 4.08
  38生活衛生サービス 245 50 4.90
  39飲食物調理の職業 295 255 1.16
  40接客・給仕の職業 260 146 1.78
  41居住施設・ビルの管理 13 14 0.93
  42その他のサービス 66 39 1.69

F保安の職業 367 79 4.65
G農林漁業の職業 88 72 1.22
Ｈ生産工程の職業 2,127 1,046 2.03

  49生産設備（金属） 28 18 1.56
  50生産設備（金属除く） 51 46 1.11
  51生産設備（機械） 13 22 0.59
  52金属材料製造等 581 165 3.52
  54製品製造・加工処理 404 270 1.50
  57機械組立の職業 240 217 1.11
  60機械整備・修理の職業 558 115 4.85
  61製品検査（金属） 31 10 3.10
  62製品検査（金属除く） 30 25 1.20
  63機械検査の職業 14 10 1.40
  64生産関連・生産類似 177 148 1.20

Ｉ輸送・機械運転の職業 1,262 569 2.22
  65鉄道運転の職業 1 0 　　　　　-
  66自動車運転の職業 1,013 412 2.46
  67船舶・航空機運転 1 2 0.50
  68その他の輸送の職業 68 91 0.75
  69定置・建設機械運転 179 64 2.80

Ｊ建設・採掘の職業 1,797 283 6.35
  70建設躯体工事の職業 285 19 15.00
  71建設の職業 489 101 4.84
  72電気工事の職業 305 78 3.91
  73土木の職業 714 85 8.40
  74採掘の職業 4 0 　　　　　-

Ｋ運搬・清掃等の職業 785 1,244 0.63
  75運搬の職業 381 302 1.26
  76清掃の職業 178 150 1.19
  77包装の職業 50 10 5.00
  78その他の運搬等の職業 176 782 0.23

分類不能の職業 0 2,538 0.00

職 業 分 類

（注）１　常用的パートタイムを除く。

　　　２　平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。



常用　求人・求職　バランスシート

令和2年9月

専門・技術職 事務職 販売職 サービス職 保安職 生産工程職 輸送・機械運転職 建設・採掘職 運搬・清掃職 合計

有 効 求 人 数 3,121 973 1,878 2,249 367 2,127 1,262 1,797 785 14,716

有効求職者数 1,627 2,699 702 1,028 79 1,046 569 283 1,244 11,928

有効求人倍率 1.92 0.36 2.68 2.19 4.65 2.03 2.22 6.35 0.63 1.23

（注）１　常用的パートタイムを除く。

（注）２　合計には、［管理職］［農林漁業職］［職業分類不能］を含む。

　　　３　平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。
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常用的パート　求人・求職　バランスシート

令和2年9月 山口労働局職業安定課

有効求人数 有効求職者数 有効求人倍率

職業計 8,006 7,905 1.01
Ａ管理的職業 1 6 0.17
Ｂ専門的・技術的職業 1,165 751 1.55

  07開発技術者 2 5 0.40
  08製造技術者 1 32 0.03
  09建築・土木技術者等 7 16 0.44
  10情報処理・通信技術者 2 10 0.20
  11その他の技術者 4 1 4.00
  12医師、薬剤師等 44 24 1.83
  13保健師、助産師等 449 284 1.58
  14医療技術者 175 48 3.65
  15その他の保健医療 27 27 1.00
  16社会福祉の専門的職業 309 197 1.57
  22美術家、デザイナー等 28 13 2.15
　05.06.17～21.23.24その他の専門的職業 117 94 1.24

C事務的職業 642 1,561 0.41
  25一般事務員 466 1,431 0.33
  26会計事務員 62 55 1.13
  27生産関連事務員 38 21 1.81
  28営業・販売関連事務員 29 20 1.45
  29外勤事務員 11 0 　　　　　-
  30運輸・郵便事務 20 5 4.00
  31事務用機器操作の職業 16 29 0.55

D販売の職業 889 467 1.90
  32商品販売の職業 800 442 1.81
  33販売類似の職業 21 6 3.50
  34営業の職業 68 19 3.58

Eサービスの職業 2,875 892 3.22
  35家庭生活支援サービス 31 2 15.50
  36介護サービスの職業 1,244 248 5.02
  37保健医療サービス 177 49 3.61
  38生活衛生サービス 138 30 4.60
  39飲食物調理の職業 539 325 1.66
  40接客・給仕の職業 597 152 3.93
  41居住施設・ビルの管理 28 23 1.22
  42その他のサービス 121 63 1.92

F保安の職業 212 50 4.24
G農林漁業の職業 48 36 1.33
Ｈ生産工程の職業 486 276 1.76

  49生産設備（金属） 0 2 0.00
  50生産設備（金属除く） 1 7 0.14
  51生産設備（機械） 0 1 0.00
  52金属材料製造等 37 19 1.95
  54製品製造・加工処理 319 158 2.02
  57機械組立の職業 52 28 1.86
  60機械整備・修理の職業 42 11 3.82
  61製品検査（金属） 2 6 0.33
  62製品検査（金属除く） 11 9 1.22
  63機械検査の職業 5 1 5.00
  64生産関連・生産類似 17 34 0.50

Ｉ輸送・機械運転の職業 249 142 1.75
  65鉄道運転の職業 0 1 0.00
  66自動車運転の職業 221 105 2.10
  67船舶・航空機運転 0 0 　　　　　-
  68その他の輸送の職業 13 19 0.68
  69定置・建設機械運転 15 17 0.88

Ｊ建設・採掘の職業 78 31 2.52
  70建設躯体工事の職業 7 1 7.00
  71建設の職業 12 9 1.33
  72電気工事の職業 8 12 0.67
  73土木の職業 51 9 5.67
  74採掘の職業 0 0 　　　　　-

Ｋ運搬・清掃等の職業 1,361 1,733 0.79
  75運搬の職業 240 124 1.94
  76清掃の職業 661 350 1.89
  77包装の職業 34 15 2.27
  78その他の運搬等の職業 426 1,244 0.34

分類不能の職業 0 1,960 0.00

職 業 分 類

（注）平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。



常用的パート　求人・求職　バランスシート

令和2年9月

専門・技術職 事務職 販売職 サービス職 保安職 生産工程職 輸送・機械運転職 建設・採掘職 運搬・清掃職 合計

有 効 求 人 数 1,165 642 889 2,875 212 486 249 78 1,361 8,006

有効求職者数 751 1,561 467 892 50 276 142 31 1,733 7,905

有効求人倍率 1.55 0.41 1.90 3.22 4.24 1.76 1.75 2.52 0.79 1.01

（注）１　合計には、［管理職］［農林漁業職］［職業分類不能］を含む。

　　　２　平成２３年度改定「厚生労働省編職業分類」に基づく区分により集計。
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公共職業訓練の実施状況 
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① 施設内訓練（常設訓練）実施状況（令和元年度、２年度）

令和2年9月30日現在

１年生 - 20 20 15 - - - 20 13 13

２年生 15 - - - 11 100.0 15 - - -

１年生 - 20 12 11 - - - 20 12 12

２年生 11 - - - 9 100.0 11 - - -

26 40 32 26 20 100.0 26 40 25 25

機械加工科 - 15 6 6 5 80.0 - 15 6 6

溶接技術科 - 15 13 10 4 100.0 - 20 15 15

メカニカルデザイン科 - 10 13 8 6 100.0 - 10 14 10

元年　４月 - 10 13 10 10 80.0 - - - -

元年１０月 - 10 13 9 9 100.0 - - - -

２年　４月 - - - - - - - 10 5 5

２年１０月 - - - - - - - 10 - -

元年　６月 - 10 7 5 5 80.0 - - - -

元年１２月 - 10 12 9 6 87.5 - - - -

２年　６月 - - - - - - - 10 7 5

２年１２月 - - - - - - - 10 - -

0 80 77 57 45 90.2 0 85 47 41

26 120 109 83 65 93.2 26 125 72 66

１年生 - 20 18 17 - - - 20 12 12

２年生 20 - - - 18 100.0 18 - - -

20 20 18 17 18 100.0 18 20 12 12

木造建築科 - 20 8 8 7 100.0 - 20 6 5

電気工事・設備科 - 20 9 7 6 100.0 - 20 9 8

エクステリア・造園科 - 20 8 7 7 100.0 - 20 10 10

空調・設備施工科 - 20 15 11 11 72.7 - 20 5 5

溶接技術科 - 10 4 2 2 100.0 - 10 5 2

元年１０月 - 20 11 8 - - - - - -

２年１０月 - - - - - - - 20 - -

0 110 55 43 33 91.2 0 110 35 30

20 130 73 60 51 94.2 18 130 47 42

46 60 50 43 38 100.0 44 60 37 37

0 190 132 100 78 90.6 0 195 82 71

46 250 182 143 116 93.7 44 255 119 108

※　就職率には、就職のため中退した者も含む
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② 施設内訓練（臨時訓練）実施状況

〔令和元年度〕

５月 10 9 6 6 4 67%

１月 10 14 10 10 5 50%

20 23 16 16 9 56%

５月 10 7 6 6 1 17%

10月 10 7 6 6 2 33%

20 14 12 12 3 25%

40 37 28 28 12 43%

〔令和２年度〕

５月 10 7 4 4 2 50%

１月 10

20 7 4 4 2 50%

５月 10 7 6 6 5 83%

10月 10

20 7 6 6 5 83%

40 14 10 10 7 70%合 計
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コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

応募者数
(人)

受講者数
（人）

介護福祉士 5 50 5 50 5 50 0 0 5 50 22 22

保育士 5 50 4 40 4 40 0 0 4 40 16 16

栄養士 2 20 2 20 2 20 0 0 2 20 13 13

介護実務者 5 100 5 100 2 40 3 60 5 100 54 49

ＯＡ経理 4 80 4 80 4 80 4 80 88 80

宅建・FP 1 20 1 20 1 20 1 20 26 26

一般事務＋WEB 2 40 2 40 2 40 2 40 64 49

計 12 240 12 240 3 60 9 180 12 240 232 204

経理事務 2 40 2 40 2 40 2 40 54 44

情報ＩＴ 1 20 1 20 1 20 1 20 30 28

一般事務＋ＩＴ活用力 1 20 1 20 1 20 1 20 9 9

計 4 80 4 80 3 60 1 20 4 80 93 81

医療事務S 2 40 2 40 1 20 1 20 2 40 19 19

一般事務＋英語 1 20 1 20 1 20 1 20 18 15

接客サービス 1 20 1 20 1 20 1 20 15 12

計 4 80 4 80 1 20 3 60 4 80 52 46

介護実務 5 100 2 40 2 40 2 40 17 13

医療事務 6 120 6 120 2 40 4 80 6 120 122 105

一般事務 12 240 10 200 4 80 6 120 10 200 182 161

計 23 460 18 360 8 160 10 200 18 360 321 279

６か月 経理事務 2 40 2 40 2 40 2 40 48 44

介護実務 3 60 3 60 1 20 2 40 2 40 15 14

医療事務 4 80 3 60 1 20 2 40 3 60 39 33

一般事務 1 20 2 40 1 20 1 20 1 20 16 13

計 8 160 8 160 3 60 5 100 6 120 70 60

企業魅力体験
プログラム ４か月 一般事務 2 40 2 40 1 20 1 20 2 40 41 37

２か月 運転業務 1 20 1 20 1 20 1 20 12 11

68 1,240 62 1,130 32 530 30 600 60 1,090 920 813

◆障害者の多様なニーズに対応した委託訓練（障害者訓練）

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

応募者数
(人)

受講者数
(人)

３か月 OA実務 1 10 1 10 1 10 0 0 1 10 11 10

３か月
以内

－ 37 37 37 37 19 19 18 18 22 22 22 22

２か月
以内

－ 9 9 9 9 0 0 9 9 5 5 5 5

47 56 47 56 20 29 27 27 28 37 38 37

③　委託訓練実施状況（令和元年度）

特別支援学校
早期訓練

合 計

９月～３月
開始分区　　分

訓練
期間

訓練分野
計画

知識・技能
習得訓練

実践能力
習得訓練

開講状況

計画
設定済み

コース区分
訓練
期間

訓練分野
開講状況４月～８月

開始分
９月～３月

開始分

設定済み
コース

４月～８月
開始分

大型自動車一種

合  計

長期高度人材
育成コース

(旧資格取得訓練)
２年

知識等習得
コース

６か月

５か月

４か月

３か月

デ

ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム

座学先行コース

４か月

－４－



コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

コース数
定員
（人）

応募者数
(人)

受講者数
（人）

介護福祉士 5 50 5 50 5 50 0 0 5 50 16 16

保育士 5 50 4 40 4 40 0 0 4 40 19 17

栄養士 2 20 2 20 2 20 0 0 2 20 6 6

介護実務者 5 100 4 80 2 40 2 40 2 40 32 31

ＯＡ経理 4 80 4 80 4 80 2 40 37 31

宅建・FP 1 20 1 20 1 20 1 20 25 21

一般事務＋WEB 2 40 2 40 2 40

計 12 240 0 0 11 220 3 60 8 160 5 100 94 83

経理事務 2 40 2 40 2 40 2 40 54 38

情報ＩＴ 1 20 1 20 1 20 1 20 31 22

一般事務＋ＩＴ活用力 1 20 1 20 1 20 1 20 20 20

計 4 80 0 0 4 80 3 60 1 20 4 80 105 80

医療調剤事務 1 20 1 20 1 20 1 20 23 17

一般事務＋英語 1 20 1 20 1 20 1 20 22 18

経理事務＋FP 1 20 1 20

接客サービス 1 20 1 20 1 20

計 4 80 0 0 4 80 1 20 3 60 2 40 45 35

介護実務 3 60 1 20 1 20

医療事務 6 120 5 100 5 100

一般事務 12 240 11 220 3 60 8 160 5 100 92 74

計 21 420 0 0 17 340 3 60 14 280 5 100 92 74

６か月 経理事務 2 40 2 40 1 20 1 20 1 20 26 20

介護実務 3 60 3 60 3 60

医療事務 4 80 3 60 2 40 1 20 1 20 13 11

一般事務 1 20 1 20 1 20

計 8 160 0 0 7 140 2 40 5 100 1 20 13 11

企業魅力体験
プログラム ４か月 一般事務 2 40 2 40 1 20 1 20 2 40 38 34

２か月 運転業務 1 20

２か月 ＦＰ等 8 120 6 90 6 90 1 15 4 3

66 1,200 8 120 64 1,140 25 390 39 750 32 525 458 379

◆障害者の多様なニーズに対応した委託訓練（障害者訓練）

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

コース数
定員
(人)

応募者数
(人)

受講者数
(人)

３か月 OA実務 1 10 1 10 1 10 1 10 0 0 1 10 10 9

３か月
以内

－ 54 54 54 54 54 54 12 12 2 2 14 14 14 14

２か月
以内

－ 15 15 15 15 15 15 0 0 0 0 0 0 0 0

70 79 70 79 70 79 13 22 2 2 15 24 24 23

補正

計画

長期高度人材
育成コース

２年

座学先行コース

４か月

大型自動車一種

eラーニング

知識等習得
コース

６か月

５か月

４か月

３か月

　令和２年９月末現在

９月～３月
開始分

知識・技能
習得訓練
実践能力
習得訓練

委託訓練実施状況（令和２年度）

区分
訓練
期間

訓練分野

計画
設定済み

コース

合  計

開講状況４月～８月
開始分

デ

ュ
ア
ル
シ
ス
テ
ム

特別支援学校
早期訓練

合 計

　令和２年９月末現在

区　　分
訓練
期間

訓練分野
計画

設定済み
コース

開講状況４月～８月
開始分

９月～３月
開始分

④ 在職者訓練（常設訓練）実施状況（令和元年度、令和２年度）

令和２年9月末現在

計画定員 実績定員 受講者 修了者 計画定員 実績定員 受講者 修了者

短期課程 １～１０日 3,911 4,001 3,247 3,235 3,184 2,178 1,580 1,514

課程名 訓練期間
令和元年度 令和２年度

－５－



資料３ 

 

 

 

公共職業訓練の実施状況 

及び求職者支援訓練の認定状況等 

(高齢・障害・求職者雇用支援機構山口支部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



現在 （山口職業能力開発促進センター）

区分 就職者の内訳

 ６ヶ月
コース名

4月 15 6 5 ( 0 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 4 ( 0 ) 4 ( 0 ) 3 ( 0 ) 33.3% 100.0% 75.0%

10月 15 6 5 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 5 ( 0 ) 3 ( 0 ) 0 ( 0 ) 33.3% 60.0% 33.3%

計 30 12 10 ( 0 ) 1 0 ( 0 ) 9 ( 0 ) 7 ( 0 ) 3 ( 0 ) 33.3% 77.8% 57.1%

4月 15 13 13 ( 4 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 13 ( 4 ) 13 ( 4 ) 9 ( 3 ) 86.7% 100.0% 92.3%

7月 15 13 12 ( 2 ) 1 ( 1 ) ( 0 ) 11 ( 1 ) 7 ( 1 ) 3 ( 0 ) 80.0% 63.6% 71.4%

10月 15 15 15 ( 5 ) 1 ( 1 ) ( 0 ) 14 ( 4 ) 11 ( 3 ) 5 ( 1 ) 100.0% 78.6% 72.7%

R02.1月 15 9 8 ( 1 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 8 ( 1 ) 8 ( 1 ) 5 ( 1 ) 53.3% - -

計 60 50 48 ( 12 ) 2 ( 2 ) ( 0 ) 46 ( 10 ) 39 ( 9 ) 22 ( 5 ) 80.0% 84.8% 79.5%

4月 10 2 2 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 2 ( 0 ) 2 ( 0 ) 0 ( 0 ) 20.0% 100.0% 50.0%

7月 10 11 10 ( 1 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 10 ( 1 ) 10 ( 1 ) 8 ( 0 ) 100.0% 100.0% 80.0%

10月 10 5 5 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 5 ( 0 ) 4 ( 0 ) 3 ( 0 ) 50.0% 80.0% 75.0%

R02.1月 10 6 6 ( 0 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 5 ( 0 ) 5 ( 0 ) 4 ( 0 ) 60.0% - -

計 40 24 23 ( 1 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 22 ( 1 ) 21 ( 1 ) 15 ( 0 ) 57.5% 95.5% 61.9%

4月 15 20 15 ( 0 ) 2 ( 0 ) ( 1 ) 13 ( 0 ) 13 ( 0 ) 10 ( 0 ) 100.0% 100.0% 85.7%

7月 15 15 15 ( 1 ) 1 ( 1 ) ( 0 ) 14 ( 0 ) 12 ( 0 ) 10 ( 0 ) 100.0% 85.7% 100.0%

10月 15 16 15 ( 1 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 14 ( 1 ) 10 ( 0 ) 7 ( 0 ) 100.0% 71.4% 70.0%

R02.2月 15 4 11 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 11 ( 0 ) ( ) ( ) 73.3% - -

計 60 55 56 ( 2 ) 4 ( 1 ) ( 1 ) 52 ( 1 ) 35 ( 0 ) 27 ( 0 ) 93.3% 85.7% 86.1%

4月 18 19 18 ( 2 ) 3 ( 0 ) ( 2 ) 15 ( 2 ) 13 ( 2 ) 7 ( 1 ) 100.0% 88.2% 73.3%

7月 18 11 10 ( 6 ) 1 ( 0 ) ( 1 ) 9 ( 6 ) 8 ( 5 ) 5 ( 2 ) 55.6% 90.0% 66.7%

10月 18 20 17 ( 8 ) 1 ( 1 ) ( 1 ) 16 ( 8 ) 14 ( 8 ) 7 ( 3 ) 94.4% 88.2% 46.7%

R02.1月 18 17 17 ( 8 ) 1 ( 1 ) ( 1 ) 16 ( 7 ) 12 ( 6 ) 8 ( 4 ) 94.4% - -

計 72 67 62 ( 24 ) 6 ( 2 ) ( 5 ) 56 ( 23 ) 47 ( 21 ) 27 ( 10 ) 86.1% 85.2% 65.4%

4月 73 56 53 ( 12 ) 2 ( 1 ) ( 3 ) 47 ( 11 ) 45 ( 10 ) 26 ( 5 ) 72.6% 96.0% 81.3%

7月 58 50 47 ( 10 ) 3 ( 2 ) ( 1 ) 44 ( 8 ) 37 ( 7 ) 26 ( 2 ) 81.0% 84.4% 60.5%

10月 73 62 57 ( 14 ) 3 ( 2 ) ( 1 ) 54 ( 13 ) 42 ( 11 ) 22 ( 4 ) 78.1% 78.2% 60.5%

※1月 43 32 31 ( 9 ) 1 ( 1 ) ( 1 ) 29 ( 8 ) ( ) ( ) 72.1% - -

※2月 15 4 11 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 11 ( 0 ) ( ) ( ) 73.3% - -

 合　　計 262 204 199 ( 45 ) 9 ( 6 ) ( 6 ) 185 ( 40 ) 124 ( 28 ) 74 ( 11 ) 76.0% 86.0% 87.6%

注１. 中退者数欄の（　）内数字は就職者内数を示す。その他の欄（　）内の数字は女性内数を示す。
注２．住環境計画科10月及び電気設備技術科の2月入所生は、それぞれ前月に橋渡し訓練を実施する。

注３．就職率算定式：就職率＝（就職者数＋中退就職者数）÷（修了者数＋中退就職者数）

注４．就職率は修了３か月後に確定するため、未記入の箇所あり(1月及び2月）。

区分 就職者の内訳

橋渡し訓練

 1ヶ月
コース名

住環境計画科 9月 10 12 12 ( 7 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 12 ( 7 ) - ( - ) - ( - ) 120.0% 100.0%

電気設備技術科（ＤＳ） １月 10 7 7 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 7 ( 0 ) - ( - ) - ( - ) 70.0% 100.0%

 合　　計 計 20 19 19 ( 7 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 19 ( 7 ) - ( - ) - ( - ) 95.0% 100.0%

　　　　　 合計人数の入所者数に対する割合である。

就職者の内訳
本訓練＋

橋渡し訓練

282 223 218 ( 52 ) 9 （ 6 ） ( 6 ) 185 ( 47 ) 124 ( 28 ) 74 ( 11 ) 77.3% 86.0% 87.6%

令和元年度　離職者訓練入所・修了・就職状況
2020年9月30日

入
所
月

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）

修
了
者
数

入
所
率

月次合計

就
職
率

正
社
員
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

設備保全サービ
ス科

テクニカルオペ
レーション科（機

械CAD科）

金属加工科

電気設備技術科

住環境計画科
（住環境コーディ

ネート科）

注２．　橋渡し率とは橋渡し訓練の次の段階へ進んだ者の入所者に対する割合であり、修了者数と就職による中退者数の

令和元年度橋渡し訓練（統合型）入所・修了状況

入
所
月

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）

修
了
者
数

入
所
率

橋
渡
し
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

注１．　中退者数欄の（　）内数字は就職者内数を示す。その他の欄（　）内の数値は女性の内数を示す。

総合計

修
了
者
数

入
所
率

就
職
率

正
社
員
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）

1



現在 （山口職業能力開発促進センター）

区分 就職者の内訳

 ６ヶ月
コース名

6月 15 11 11 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 73.3%

12月 15 ( ) ( ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

計 30 11 11 ( 0 ) 0 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 73.3%

※4月 15 11 10 ( 3 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 66.7%

9月 15 17 17 ( 8 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 113.3%

12月 15 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

R03.3月 15 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

計 60 28 27 ( 11 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 90.0%

※4月 10 5 5 ( 1 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 50.0%

9月 10 9 9 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 90.0%

12月 10 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

R03.3月 10 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

計 40 14 14 ( 1 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 70.0%

※4月 15 16 15 ( 0 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 100.0%

10月 20 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

1月 10 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

R02.2月 15 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

計 60 16 15 ( 0 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 100.0%

※4月 18 17 15 ( 8 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 83.3%

9月 18 16 16 ( 7 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 88.9%

12月 18 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

R03.3月 18 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

計 72 33 31 ( 15 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 86.1%

※4月 58 49 45 ( 12 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 77.6%

6月 15 11 11 ( 0 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 73.3%

9月 43 42 42 ( 15 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) ( ) ( ) ( ) 97.7%

10月 20 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

12月 58 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

R03.1月 10 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

2月 15 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

3月 43 ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) 0.0%

 合　　計 262 102 98 ( 27 ) 1 ( 0 ) ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 84.5%

注１. 中退者数欄の（　）内数字は就職者内数を示す。その他の欄（　）内の赤色数字は女性内数を示す。
注２．入所率は未実施分を除き計算したもの。
注３．新型コロナウイルス感染拡大防止の緊急事態措置として、4月20日から5月22日までの休講及び訓練期間延長を行った。

区分 就職者の内訳

橋渡し訓練
コース名

機械・金属・住環境 7月 5 20 20 ( 6 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 20 ( 6 ) - ( - ) - ( - ) 400.0% 100.0%

電気設備技術科 7月 5 14 13 ( 1 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 13 ( 1 ) - ( - ) - ( - ) 260.0% 100.0%

電気設備技術科（ＤＳ） １月 10 ( ) ( ) ( ) ( ) - ( - ) - ( - ) 0.0%

 合　　計 計 20 34 33 ( 7 ) 0 ( 0 ) ( 0 ) 33 ( 7 ) - ( - ) - ( - ) 330.0%

注２．入所率は未実施分を除き計算したもの。

　　　　 合計人数の入所者数に対する割合である。

就職者の内訳
本訓練＋

橋渡し訓練

282 136 131 ( 34 ) 1 （ 0 ） ( 0 ) 0 ( 7 ) 0 ( 0 ) 0 ( 0 ) 104.0%

令和２年度　離職者訓練入所・修了・就職状況
2020年9月30日

入
所
月

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）

修
了
者
数

入
所
率

月次合計

就
職
率

正
社
員
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

設備保全サービ
ス科

テクニカルオペ
レーション科（機

械CAD科）

金属加工科

電気設備技術科

住環境計画科
（住環境コーディ

ネート科）

注３．　橋渡し率とは橋渡し訓練の次の段階へ進んだ者の入所者に対する割合であり、修了者数と就職による中退者数の

令和２年度橋渡し訓練入所・修了状況

入
所
月

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）

修
了
者
数

入
所
率

橋
渡
し
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

注１．　中退者数欄の（　）内数字は就職者内数を示す。その他の欄（　）内の赤色数値は女性の内数を示す。

総合計

修
了
者
数

入
所
率

就
職
率

正
社
員
率

就
職
者
数

う
ち
関
連

定
　
　
員

応
募
者
数

入
所
者
数

中
退
者
数

(

中
退
就
職

）
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No
訓練
系

コース名 開講月 定員
申込
者数

受講
者数

1 電気設備の総合的設計技術 5月 20 5 5

2 一般用電気工作物の施工技術 6月 20 8 6

3 有接点シーケンス制御の実践技術 8月 15 8 8

4 自家用電気工作物の設計技術 9月 15 9 9

5 自家用電気工作物の施工技術 11月 15 20 20

6 電動機制御のための有接点シーケンス制御 11月 15 2 2

7 ＰＬＣによるインバータ制御技術（中国能開大への施設間連携） 10月 10 7 7

8 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（プレゼンテーション編） 5月 15 13 13

9 木造住宅における壁量計算技術 6月 15 6 6

10 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 6月 10 18 15

11 木造住宅の構造安定性能設計技術 7月 15 2 2

12 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（プレゼンテーション編） 10月 15 14 14

13 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 11月 10 7 7

14 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術（申請図面作成編） 11月 15 14 14

15 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術 2月 13 3 3

16 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 2月 10 6 6

17 各種の溶接施工技術 5月 10 9 9

18 各種の溶接施工技術 7月 10 5 5

19 各種の溶接施工技術 11月 10 4 4

20 各種の溶接施工技術 11月 10 3 3

21 各種の溶接施工技術 12月 10 6 6

22 各種の溶接施工技術 2月 10 6 6

23 精密測定技術 4月 10 3 3

24 旋盤加工技術 4月 10 2 1

25 実践機械製図 4月 10 2 2

26 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術 5月 10 4 3

27 フライス盤加工技術 7月 10 6 6

28 ＮＣ旋盤プログラミング技術 7月 10 4 3

29 幾何公差の解釈と活用演習 8月 10 2 2

30 精密測定技術 8月 10 12 12

31 旋盤加工技術 10月 10 3 3

32 精密測定技術 10月 10 3 3

33 マシニングセンタプログラミング技術 11月 10 1 1

34 生産現場の機械保全技術 11月 15 8 8

合計 413 225 217

280目標受講者数

機
械

令和元年度在職者訓練（能力開発セミナー）応募・実施結果
2020/3/30現在

電
気
・
電
子

居
住

金
属
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No
訓練
系

コース名 開講月
実施
状況

定員
申込
者数

受講
者数

1 有接点シーケンス制御の実践技術 4月 実施 10 5 5

2 ＰＬＣ制御の回路技術 6月 実施 10 2 2

3 一般用電気工作物の施工技術 6月 実施 10 4 3

4 実践的ＰＬＣ制御技術 7月 実施 10 3 3

5 ＰＬＣ制御の回路技術 7月 実施 10 3 3

6 自家用電気工作物の高圧機器技術 8月 実施 50 14 14

7 電気設備の総合的設計技術 8月 実施 10 9 8

8 実践的ＰＬＣ制御技術 9月 実施 10 7 7

9 自家用電気工作物の設計技術 9月 実施 10 8 6

10 電気系保全実践技術 9月 実施 20 20 20

11 電気系保全実践技術 9月 実施 20 20 20

12 電気系保全実践技術 9月 実施 20 20 20

13 電気系保全実践技術 10月 予定 20 20

14 ＰＬＣ制御の応用技術 11月 予定 10 3

15 一般用電気工作物の施工技術 11月 予定 10 19

16 自家用電気工作物の施工技術 11月 予定 10 20

17 電動機制御のための有接点シーケンス制御 12月 予定 10 2

18 木造住宅における壁量計算技術 7月 実施 15 3 3

19 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術 7月 実施 10 3 2

20 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 7月 実施 10 5 2

21 実践建築設計３次元ＣＡＤ技術 8月 実施 15 12 12

22 木造住宅の構造安定性能設計技術 8月 実施 15 5 5

23 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 8月 実施 15 19 18

24 省エネルギー住宅及び低炭素建築物の計画実践技術 10月 予定 15 5

25 ＢＩＭを用いた建築生産設計技術 10月 予定 15 9

26 実践建築設計２次元ＣＡＤ技術 12月 予定 10 0

27 各種の溶接施工技術 6月 実施 10 7 7

28 各種の溶接施工技術 7月 実施 10 5 5

29 各種の溶接施工技術 8月 実施 10 11 9

30 各種の溶接施工技術 10月 予定 10 5 5

31 各種の溶接施工技術 １月 予定 10 0

32 各種の溶接施工技術 ２月 予定 10 0

33 旋盤加工応用技術 6月 実施 8 1 1

34 ３次元ＣＡＤを活用したソリッドモデリング技術 8月 実施 10 1 1

35 実践機械製図 8月 実施 10 2 2

36 旋盤加工技術 9月 実施 8 6 2

37 ＮＣ旋盤プログラミング技術 10月 予定 8 4

38 生産現場の機械保全技術 10月 予定 10 4

39 ２次元ＣＡＤによる機械製図技術 11月 予定 10 3

40 マシニングセンタプログラミング技術 11月 予定 8 2

41 精密測定技術 12月 予定 10 6

42 フライス盤加工技術 12月 予定 8 1

43 ３次元ＣＡＤを活用したアセンブリ技術 2月 予定 10 0

44 機械系保全実践技術 2月 予定 30

45 機械系保全実践技術 2月 予定 30

46 機械系保全実践技術 2月 予定 30

620 298 185

280目標受講者数

合計

令和２年度在職者訓練（能力開発セミナー）応募・実施状況
2020/9/30現在

電
気
・
電
子

居
住

金
属

機
械

4



コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員

基礎コース 105 5 75 0 0 0 0 5 75 0 0

実践コース 220 15 235 2 35 9 135 4 65 0 0

40 2 40 1 20 0 0 1 20 0 0

45 2 30 1 15 0 0 1 15 0 0

15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

120 11 165 0 0 9 135 2 30 0 0

営業・販売・事務分野 － 11 165 0 0 9 135 2 30 0 0

理容・美容関連分野 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

325 20 310 2 35 9 135 9 140 0 0

令和元年度　求職者支援訓練認定状況

区　　分

全　　体
地　　域　　別

下関・宇部地域 山口・防府・萩地域 周南・光・下松地域 岩国・柳井地域

年間
認定
上限数

認定数 認定数 認定数 認定数

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

上記以外の分野

内

訳

　　計　

認定数

5



コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員 コース数 定　員

基礎コース 90 3 45 1 15 0 0 2 30 0 0

実践コース 205 7 105 1 15 5 75 0 0 1 15

40 1 15 1 15 0 0 0 0 0 0

45 2 30 0 0 1 15 0 0 1 15

15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

105 4 60 0 0 4 60 0 0 0 0

営業・販売・事務分野 － 4 60 0 0 4 60 0 0 0 0

理容・美容関連分野 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 － 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

295 10 150 2 30 5 75 2 30 1 15

令和２年度　求職者支援訓練認定状況
（第１四半期～第２四半期）

区　　分

全　　体
地　　域　　別

下関・宇部地域 山口・防府・萩地域 周南・光・下松地域 岩国・柳井地域

年間
認定
上限数

認定数 認定数 認定数 認定数

介護福祉分野

医療事務分野

ＩＴ分野

上記以外の分野

内

訳

　　計　

認定数

6
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職業訓練受講あっせん状況 

（令和元年度・令和２年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和元年度職業訓練受講あっせん状況（男女・年代別）
平成31年4月1日～令和2年3月31日

データの個数 / 性別 年代
訓練種別 性別 10 20 30 40 50 60 総計

施設内訓練【県】 3 28 19 23 26 14 113
男 3 25 15 16 22 13 94
女 3 4 7 4 1 19

施設内訓練【機構】 3 55 49 55 32 22 216
男 2 49 37 38 24 21 171
女 1 6 12 17 8 1 45

支援訓練 8 37 40 48 44 12 189
男 1 9 6 1 8 6 31
女 7 28 34 47 36 6 158

委託訓練【県】 21 239 242 238 131 38 909
男 7 49 36 32 31 20 175
女 14 190 206 206 100 18 734

その他訓練 9 4 6 10 8 3 40
男 9 3 3 3 1 19
女 1 6 7 5 2 21

総計 44 363 356 374 241 89 1467

●訓練別男女比グラフ

男
83.2%

女
16.8%

施設内訓練【県】

男

女

男
79.2%

女
20.8%

施設内訓練【機構】

男

女

男
16.4%

女
83.6%

求職者支援訓練

男

女

男
19.3%

女
80.7%

委託訓練【県】

男

女

1



●男女別年代比グラフ
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令和２年度職業訓練受講あっせん状況（男女・年代別）　

令和2年4月1日～令和2年9月30日

データの個数 / 性別 年代
訓練種別 10 20 30 40 50 60 総計

施設内訓練【県】 6 30 21 13 3 8 81
男 6 29 12 8 2 8 65
女 1 9 5 1 16

施設内訓練【機構】 2 30 33 31 19 9 124
男 2 22 22 23 15 9 93
女 8 11 8 4 31

支援訓練 7 22 17 13 18 4 81
男 1 3 2 2 3 11
女 6 19 15 11 18 1 70

委託訓練【県】 8 105 125 124 51 11 424
男 3 28 21 21 9 1 83
女 5 77 104 103 42 10 341

その他訓練 2 1 6 9 7 2 27
男 1 1 2 1 3 8
女 1 4 8 4 2 19

総計 25 188 202 190 98 34 737

●訓練別男女比グラフ

男
80.2%

女
19.8%

施設内訓練【県】

男

女

男
75.0%

女
25.0%

施設内訓練【機構】

男

女

男
13.6%

女
86.4%

求職者支援訓練

男

女

男
19.6%

女
80.4%

委託訓練【県】

男

女

3



●男女別年代比グラフ
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求職者支援訓練の実施状況（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1

2

3

○地域枠設定割合の状況　 ・　・　・　・　・　・　・　　4

○応募者の状況 　　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　 5

○中止コースの状況　 ・　・　・　・　・　・　・　・　・　　 6

7

○定員の状況　　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　　

○コース別の状況　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　

○実践コース分野別状況　　・　・　・　・　・　・　・　　

令和元年度  求職者支援訓練の実施状況
（平成３１年４月～令和２年３月開講分）

山口労働局職業安定部 訓練室

○就職状況　　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　



《令和元年度　定員の状況》

計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

325 310 310 265 202 183 0.76 69.1%

- 1 - 山口労働局職業安定部訓練室調べ

325 

310 

310

265

202

183

0 50 100 150 200 250 300 350

計画枠

①申請定員数

②認定定員数

③開講コース

定員数

④開講コース

応募者数

⑤受講者数



《令和元 年度　コース別状況》

計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

基礎コース 105 75 75 75 43 38 0.57 50.7%

実践コース 220 235 235 190 159 145 0.84 76.3%

- 2 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

基礎コース 32.3%

基礎コース 24.2%

基礎コース 24.2%

基礎コース 28.3%

基礎コース 21.3%

基礎コース 20.8%

実践コース 67.7%

実践コース 75.8%

実践コース 75.8%

実践コース 71.7%

実践コース 78.7%

実践コース 79.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画枠

①申請定員数

②認定定員数

③開講コース

定員数

④開講コース

応募者数

⑤受講者数



《令和元年度　実践コース分野設定割合の検証》

実践分野 計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

介護系 40 40 40 40 14 13 0.35 32.5%

医療事務系 45 30 30 30 28 27 0.93 90.0%

情報系 15 0 0 0 0 0 0.00 0.0%

その他 120 165 165 120 117 105 0.98 87.5%

※令和元年度「その他」分野の訓練科名

- 3 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

「情報セキュリティも学べるＰＣワーク科」、「情報セキュリティも学べるＯＡ事務管理科」、「パソコン基本実践科」、「ＯＡスキル実践科」、「ＯＡ実務実践科」、「ＯＡ事務科」、「ファイナンシャルプランナー事務科」

介護系 18.2%

介護系 17.0%

介護系 8.8%

医療事務系 20.5%

医療事務系 12.8%

医療事務系 17.6%

情報系 6.8% その他の分野 54.5%

その他の分野 70.2%

その他の分野 73.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画枠

①申請定員数

④開講コース

応募者数



《令和元年度　地域別状況》

申請
コース数

①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

2 35 35 35 23 22 0.66 62.9%

9 135 135 120 117 105 0.98 87.5%

9 140 140 110 62 56 0.56 50.9%

0 0 0 0 0 0 0.00 0.0%

- 4 -

下関・宇部地区

山口・防府・萩地区

徳山・下松地区

岩国・柳井地区

訓練実施地区

山口労働局職業安定部訓練室調べ

下関・宇部地区 11.3%

下関・宇部地区 13.2%

下関・宇部地区 11.4%

山口・防府・萩地区 43.5%

山口・防府・萩地区 45.3%

山口・防府・萩地区 57.9%

徳山・下松地区 45.2%

徳山・下松地区 41.5%

徳山・下松地区 30.7%

岩国・柳井地区 0.0%

岩国・柳井地区 0.0%

岩国・柳井地区 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

②認定定員数

③開講コース

定員数

④開講コース

応募者数



《令和元年度　応募者の内訳（中止コースを含む）》

営業・販売・事務 理容・美容 その他分野

実践コース

山口労働局職業安定部訓練室調べ
- 5 -

0

0

徳山・下松地区 67 43 6 0 13 5

0

0 119

15 0

山口・防府・萩地区 119 0 0 0

下関・宇部地区 23 0 8 0

209 43 14 0 28

0 0 0 0 0

0

応募者数
介護福祉分野 Ｉ Ｔ分野

基礎コース
医療事務分野

0 0

計

その他の分野

124

岩国・柳井地区

0

0

0

0

0

基礎コース 20.6%
介護福祉分野 6.7%

医療事務分野 13.4% 営業・販売・事務 59.3%
理容・美容 0.0%
その他分野 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



《令和元年度　中止コースの状況》

営業・販売・事務 理容・美容 その他分野

全コース 310 75 40 30 165

中止コース 45 0 0 0 45

中止割合 14.5% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3%

全コース 209 43 14 28 124

中止コース 7 0 0 0 7

中止割合 3.3% 0.0% 0.0% 0.0% 5.6%

全コース 20 5 2 2 11

中止コース 3 0 0 0 3

中止割合 15.0% 0.0% 0.0% 0.0% 27.3%

※令和元年度中止コース（全て実践コース）

「ＯＡ事務科」、「ファイナンシャルプランナー事務科」(周南市)、「ファイナンシャルプランナー事務科」(山口市)

- 6 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

その他の分野

実践コース

計 基礎コース 介護福祉
分野

Ｉ Ｔ分野
医療事務

分野

認定定員数

応募者数

コース数

【コース別中止コースの状況】 　【分野別中止コースの状況】
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«就職状況»

●平成30年度

目　　標 雇用保険適用就職率

基礎コース 55　% 57.5　%

実践コース 60　% 64.2　%

合　　計 62.8　%

※　修了者数は、就職理由中退者を含む

●令和元年度

目　　標 雇用保険適用就職率

基礎コース 55　% 56.7　%

実践コース 60　% 49.4　%

合　　計 51.5　%

※　元年度中に修了したコースのうち、２年１月までに終了したコース

　　修了者数は、就職理由中退者を含む

　　-7-
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求職者支援訓練の実施状況（令和２年度） 
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○地域枠設定割合の状況　 ・　・　・　・　・　・　・　　4

○応募者の状況 　　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　 5

○中止コースの状況　 ・　・　・　・　・　・　・　・　・　　 6

○定員の状況　　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　　

○コース別の状況　・　・　・　・　・　・　・　・　・　・　

○実践コース分野別状況　　・　・　・　・　・　・　・　　

令和２年度  求職者支援訓練の実施状況
（令和２年４月～令和２年９月開講分）

山口労働局職業安定部 訓練室



《令和２年度　定員の状況》

計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

295 150 150 150 91 85 0.61 56.7%

- 1 - 山口労働局職業安定部訓練室調べ
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計画枠

①申請定員数

②認定定員数

③開講コース
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④開講コース

応募者数

⑤受講者数



《令和２年度　コース別状況》

計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

基礎コース 90 45 45 45 24 22 0.53 48.9%

実践コース 205 105 105 105 67 63 0.64 60.0%

- 2 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

基礎コース 30.5%

基礎コース 30.0%

基礎コース 30.0%

基礎コース 30.0%

基礎コース 26.4%

基礎コース 25.9%

実践コース 69.5%

実践コース 70.0%

実践コース 70.0%

実践コース 70.0%

実践コース 73.6%

実践コース 74.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画枠

①申請定員数

②認定定員数

③開講コース

定員数

④開講コース

応募者数

⑤受講者数



《令和２年度　実践コース分野設定割合の検証》

実践分野 計画枠 ①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

介護系 40 15 15 15 7 7 0.47 46.7%

医療事務系 45 30 30 30 17 16 0.57 53.3%

情報系 15 0 0 0 0 0 0.00 0.0%

その他 105 60 60 60 43 40 0.72 66.7%

※令和２年度「その他」分野の訓練科名
「情報セキュリティも学べるオフィスワーク科」、「情報セキュリティも学べるＯＡ事務管理科」、「オフィスワーク実践科」、「パソコン事務実践科」

- 3 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

介護系 19.5%

介護系 14.3%

介護系 10.4%

医療事務系 22.0%

医療事務系 28.6%

医療事務系 25.4%

情報系 7.3% その他の分野 51.2%

その他の分野 57.1%

その他の分野 64.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

計画枠

①申請定員数

④開講コース

応募者数



《令和２年度　地域別状況》

申請
コース数

①申請定員数 ②認定定員数
③開講コース

定員数
④開講コース

応募者数
⑤受講者数

⑥応募倍率
（④／③）

⑦定員充足率
（⑤／③）

2 30 30 30 16 16 0.53 53.3%

5 75 75 75 52 48 0.69 64.0%

2 30 30 30 15 13 0.50 43.3%

1 15 15 15 8 8 0.53 53.3%

- 4 -

下関・宇部地区

山口・防府・萩地区

徳山・下松地区

岩国・柳井地区

訓練実施地区

山口労働局職業安定部訓練室調べ

下関・宇部地区 20.0%

下関・宇部地区 20.0%

下関・宇部地区 17.6%

山口・防府・萩地区 50.0%

山口・防府・萩地区 50.0%

山口・防府・萩地区 57.1%

徳山・下松地区 20.0%

徳山・下松地区 20.0%

徳山・下松地区 16.5%

岩国・柳井地区 10.0%

岩国・柳井地区 10.0%

岩国・柳井地区 8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

②認定定員数

③開講コース

定員数

④開講コース

応募者数



《令和２年度　応募者の内訳（中止コースを含む）》

営業・販売・事務 理容・美容 その他分野

実践コース

山口労働局職業安定部訓練室調べ
- 5 -

0

0

徳山・下松地区 15 15 0 0 0 0

0

9 43

0 0

山口・防府・萩地区 52 0 0 0

下関・宇部地区 16 9 7 0

91 24 7 0 17

8 0 0 0 8

0

応募者数
介護福祉分野 Ｉ Ｔ分野

基礎コース
医療事務分野

0 0

計

その他の分野

43

岩国・柳井地区

0

0

0

0

0

基礎コース 26.4%
介護福祉分野 7.7%

医療事務分野 18.7% 営業・販売・事務 47.3%
理容・美容 0.0%
その他分野 0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%



《令和２年度　中止コースの状況》

営業・販売・事務 理容・美容 その他分野

全コース 150 45 15 30 60

うち中止コース 0 0 0 0 0

中止割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0!

全コース 91 24 7 17 43

うち中止コース 0 0 0 0 0

中止割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0!

全コース 10 3 1 2 4

うち中止コース 0 0 0 0 0

中止割合 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% #DIV/0! #DIV/0!

- 6 -
山口労働局職業安定部訓練室調べ

その他の分野

実践コース

計 基礎コース 介護福祉
分野

Ｉ Ｔ分野
医療事務

分野

認定定員数

応募者数

コース数

【コース別中止コースの状況】 　【分野別中止コースの状況】
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訓練実施施設 株式会社 ニチイ学館 徳山支店 

訓練実施機関 株式会社 ニチイ学館 
 

〒745-0036山口県周南市本町 1-3 大同生命徳山ビル４Ｆ 

(株)ニチイ学館 徳山支店 担当：豊田・山本 

TEL 0834-31-0022   

※ 駐車場はありません。 

近隣の有料駐車場、または公共の交通機関をご利用ください。 

周南市本町 ハロートレーニング（求職者支援訓練） 
≪実践コース≫ 研修指定番号 第７－２号 

訓練番号  5-02-35-002-05-0023 
     

 

 

 

 

 

介護の基本から具体的な技術まで、初心者でも安心のステップ学習。 
効率的なカリキュラムで、どんな現場でも活躍できる基礎知識と技術を身につけられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
募 集 期 間 

令和２年８月７日（金）～９月１８日（金）
 

 
住居地を管轄するハローワークで交付を受けた『受講申込書』を 

募集締切日までに訓練実施施設にご提出ください。なお、原則と 

して、ハローワークでは初回相談で『受講申込書』の交付は 

行っておりませんので、余裕をもってハローワークにご来所の 

うえ、ご相談ください。 
 
募 集 定 員 10 名 
※ 応募状況によっては訓練を中止することがあります。 

  
選 考 日 時 令和２年９月２８日（月）

                  13:30～ 

選 考 方 法 面接  
 

選 考 会 場 (株)ニチイ学館 徳山支店 
 

持 ち 物 筆記用具 
 

 令和２年１０月２日（金）

郵送にて通知 

 

※1 テキスト代として 17,640 円（税込）が必要です。また、法定講習を補講
（訓練時間外で実施する場合は、別途 1,366 円／日が必要となります。 
※2 受講時に着用するエプロンを各自でご用意ください。 

訓 練 目 標 介護事業所において、訪問介護及び施設介護の基本業務ができる。 
 

訓 練 内 容 介護職員初任者研修（学科・実技）、 
文書作成演習、就職支援、安全衛生、職場見学 
 

訓 練 期 間 令和 2 年 10 月 15 日（木）～令和 2 年 12 月 14 日（月）9:30～16:１0 
※休日：土・日・祝日   

※訓練終了後、時間外に輪番で清掃があります。 
 

 介護職員初任者研修修了 

 （株式会社ニチイ学館）※修了要件を満たす方に交付します。 

自 己 負 担 額 受講料無料   

 

受講生募集中 

・テキスト代 16,460 円（税込） 
・介護職員初任者研修修了の為の法定講習補講代 補講１時間につき 1,366 円 
・職場見学先への交通費 実費×１日 ☆受講時に着用するエプロンを各自でご用意ください。 

選考方法 

2 ヶ月コース 

募集要項 

就職氷河期世代の方の応募 歓迎しています！ 

－8－ 



科目の内容 時間

入校式・オリエンテーション（３Ｈ)、修了式（１H）

安全衛生 心身の健康管理、整理整頓の原則 2

就職支援 履歴書・職務経歴書の作成指導、面接指導 7

職務の理解 多様なサービスの理解、介護職の仕事内容や働く現場の理解 8

介護における尊厳の保持・自立支援 人権と尊厳を支える介護、自立に向けた介護 11

介護の基本
介護職の役割、専門性と多職種との連携、介護職の職業倫理、介護における安全の
確保とリスクマネジメント、介護職の安全

8

介護・福祉サービスの理解と医療と
の連携

介護保険制度、障害者総合支援制度及びその他制度、医療との連携とリハビリ
テーション

12

介護におけるコミュニケーション技術 介護におけるコミュニケーション、介護におけるチームのコミュ二ケーション 8

老化の理解 高齢者と健康、老化に伴うこころとからだの変化と日常 8

認知症の理解
医学的側面から見た認知症の基礎と健康管理、認知症を取り巻く状況、認知症に伴う
こころとからだの変化と日常生活、家族への支援

8

障害の理解
障害の基礎的理解、障害の医学的側面、生活障害、心理・行動の特徴、かかわり支援
等の基礎的知識、家族の心理、かかわり支援の理解

4

こころとからだのしくみと生活支援技
術（基本知識）

介護の基本的な考え方、介護に関するこころとからだのしくみの基礎的知識、
基礎的理解

11

振り返り(知識） 振り返り、就業への備えと研修修了後における継続的な研修 10

修了評価 筆記試験（介護職員初任者研修事業実施要綱に基づく全科目筆記試験） 2

こころとからだのしくみと生活支援技
術(演習）

生活と家事、快適な居住環境整備と介護、こころとからだのしくみと自立に向けた介護
（睡眠、整容、移動・移乗、食事、入浴、清潔保持、排泄）、終末期介護

66

こころとからだのしくみと生活支援技
術（生活支援技術演習）

介護過程の基礎的理解、総合生活支援技術演習、正しい知識とアセスメント結果に
基づく適切な介護技術の演習

15

振り返り(演習） 介護模擬演習（身だしなみ、言葉遣い、態度、介護）、介護マナー 9

文章作成演習
ワープロソフトの基本操作、文章作成（文字入力、文章編集、表作成、印刷形式の設定、
ファイル操作・管理）（使用ソフト・・・・Ｗｏｒｄ2019）

24

職場見学「介護現場の理解、現状の理解、利用者の生活支援のあり方の理解」６Ｈ×１ 6

コ　ー　ス　案　内

訓
練
内
容

科目

職業訓練受講給付金
一定の要件を満たす方については、訓練受講中に職業訓練受講給付金（受講手当・通所手当・
寄宿手当）を受けることができます。受給要件については、ハローワークにご確認ください。

入校式等

学
科

実
技

職場見学

訓練時間総合計　219時間　　学科　99時間　　実技　114時間　　職場見学等　6時間

受講資格

① 再就職を目指して、ハローワークに求職申込みを行っている方
② 職業相談を通じて、支援指示（職業訓練受講などの支援措置を受けることの指示）を受けた方
③ 過去に公共職業訓練を受講したことがある方は、訓練修了後1年未満でないこと
（過去に求職者支援訓練を受講したことがある方も受講に制限がありますので、ハローワークに
ご確認ください。）

- 9 -



◎介護職員初任者養成科（訓練実施施設：株式会社 ニチイ学館徳山支店）
　訓練期間：2020/10/15～2020/12/14　　　
　訓練番号：5-02-35-002-05-0023

番号 年齢 生年月日 性別 年代 管轄安定所番号

35歳以上55歳
未満のフリー
ター等不安定
就労者

1 57 S38.9.4 女 50 35070 対象外
2 60 S35.4.21 女 60 35070 対象外
3 53 S42.4.7 女 50 35070 対象外
4 34 S61.6.10 男 30 35070 対象
5 45 S50.2.23 男 40 35090 対象外
6 45 S50.8.12 女 40 35090 対象

- 10 -

40
33.3%

50
33.3%

30
16.7%

60
16.7%

受講者年齢比

40
50
30
60

年代

対象外
66.7%

対象
33.3%

35歳以上55歳未満のフリーター等
不安定就労者の割合

対象外

対象



令和2年4月1日～令和2年9月30日

データの個数 55歳未満のフリーター等不安定就労者

訓練種別 対象 対象外 総計
施設内訓練【県】 22 59 81
施設内訓練【機構】 29 95 124
支援訓練 23 58 81
委託訓練【県】 127 297 424
その他訓練 3 24 27
総計 204 533 737

●訓練別グラフ

令和２年度あっせん数に対する35歳以上55歳未満のフリーター等不安定就労者の割合　

- 11-

対象
27.7%

対象外
72.3%

全体

対象

対象外

対象
27.2%

対象外
72.8%

施設内訓練【県】

対象

対象外

対象
23.4%

対象外
76.6%

施設内訓練【機構】

対象

対象外

対象
28.4%

対象外
71.6%

求職者支援訓練

対象

対象外

対象
30.0%

対象外
70.0%

委託訓練【県】

対象

対象外



資料７ 

 

 

 

 

令和３年度全国職業訓練実施計画の策定に当た

っての方針（案）及び山口県地域職業訓練実施

計画の策定に当たっての方針（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 



1 

 

令和３年度全国職業訓練実施計画の策定に当たっての方針（案）及び山口県地域職業訓練実施計画の策定に当たっての方針（案） 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

１ 公共職業訓練（離職者訓練） 

① 

対
象
者
数
・
就
職
率
目
標 

・施設内訓練：23,000 人（うち日本版デュア

ルシステム 2,000 人） 

・委託訓練：135,164 人（うち長期高度人材

育成コース 27,000 人、日本版デュアルシス

テム 8,500 人） 

・就職率目標：施設内訓練 80％、委託訓練

75％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設内訓練：24,000 人（うち日本版デュア

ルシステム 2,000 人） 

・・委託訓練：135,287 人（うち長期高度人

材育成コース 9,000 人、日本版デュアルシ

ステム 4,000 人） 

・就職率目標：施設内訓練 80％、委託訓練

75％ 

 

【県】 

・施設内訓練：255 人（常設）、40 人（臨

時） 

・委託訓練：1,483 人（うち、長期高度人材

育成コース 140 人、日本版デュアルシステ

ム 240 人） 

 

 

【機構】 

・施設内訓練：282 人（うち日本版デュアル

システム 15 人・橋渡し訓練 20 人） 

・就職率目標：施設内訓練 85％ 

 

【県】＋【機構】 

・就職率目標：施設内訓練 80％、委託訓練

75％ 

【県】 

・施設内訓練 

 令和２年度計画と同数程度とする。 

・委託訓練 

 令和２年度計画と同数程度とする。 

※長期高度人材育成コースについては、調整

中。 

 

【機構】 

・施設内訓練：303 人（うち日本版デュアル

システム 15 人・橋渡し訓練 20 人） 

・同左 

 

【県】＋【機構】 

同左 

 



2 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

② 

訓
練
内
容 

・離職者訓練については、地域における離職

者等の多様な就業ニーズ及び企業の人材ニ

ーズに応じた支援を実施。 

・施設内訓練として実施する職業訓練につい

ては、民間教育訓練機関では実施できない

「ものづくり分野」において実施。 

・ものづくり分野の IOT 技術等第４次産業革

命の進展に対応した職業訓練を実施。 

・雇用のセーフティーネットとして、母子家

庭の母等のひとり親、刑務所出所者、定住

外国人等特別な配慮や支援を必要とする求

職者に対して、それぞれの特性に応じた職

業訓練を実施。 

・出産・育児を理由とする離職者について

は、育児と職業訓練の両立を支援するた

め、短時間の訓練コース及び託児サービス

付き訓練コースの設定を推進。 

・多様な民間教育訓練機関を活用し、育児中

の女性等のリカレント教育に資する職業訓

練を実施。 

・これまで能力開発機会に恵まれなかった非

正規雇用労働者を対象として、国家資格の

取得等により、正社員就職に導くことがで

きる長期の訓練コースの実施を推進。 

・社会人が標準的に装備しておくべき IT 理

解・活用力を習得する訓練コースを実施す

るほか、地域レベルのコンソーシアムによ

り開発したコースの設定を促進。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 【県】 

・離職者訓練については、地域における離職  

者等の多様な就業ニーズ及び企業の人材ニ

ーズに応じた支援を実施。 

・施設内訓練として実施する職業訓練につい

ては、民間教育訓練機関では実施できない

「ものづくり分野」において実施。 

・雇用のセーフティーネットとして、母子家

庭の母等特別な配慮や支援を必要とする求

職者に対して、それぞれの特性に応じた職

業訓練を実施。 

・出産・育児を理由とする離職者について

は、育児と職業訓練の両立を支援するた

め、短時間の訓練コース及び託児サービス

付き訓練コースを設定。 

・これまで能力開発機会に恵まれなかった非

正規雇用労働者等を対象として、国家資格

の取得等を目指す長期のコースにより、正

社員就職に導くことができる訓練を実施。 

・社会人が標準的に装備しておくべき IT 理

解・活用力を習得する訓練コースを実施す

るほか、地域レベルのコンソーシアムによ

り開発した訓練コースの設定を促進。 

・一般の職業能力開発校において、精神保健

福祉士等の配置、精神障害者等の受入れに

係るノウハウ普及・対応力強化に取り組む

ことにより、精神障害者等を受け入れるた

めの体制整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

【機構】 

・施設内訓練として実施する職業訓練につい

ては、民間教育訓練機関では実施できない

「ものづくり分野」において実施。 

【県】 

・同左 

 

 

・同左 

 

 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

 

・同左 

 

 

 

 

・新型コロナウイルス感染症拡大の影響を踏

まえた在宅で受講できる委託訓練「ｅラー

ニング」を充実。 

 

 

 

【機構】 

同左 

 



3 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

③ 

効
果
的
な
訓
練
実
施
の
た
め
の
取
組 

・産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓   

練科を見直す。 

・訓練科の定員の充足状況や修了者の就職実  

績が低調なものについては、原因の把握及

び分析を行った上で、訓練内容等の見直し

を図る。 

・公共職業安定所と連携強化の下、ジョブ・

カードを活用したキャリア・コンサルティ

ング、求人情報の提供等の計画的な就職支

援を実施。 

・訓練修了時点で就職が決まらない可能性の

ある受講生に対しては、訓練修了前から公

共職業安定所に誘導するなど就職支援の徹

底を図る。 

・委託訓練については、就職実績に応じ委託

費を支給するほか、都道府県労働局、地方

公共団体、労使団体等関係機関の協働によ

り、産業界や地域の人材ニーズに即した訓

練カリキュラムの開発・検証等を推進する

ことにより、就職率の向上を図る。 

同左 【県】 

・地域産業の人材ニーズに対応した、基礎的

な技能・技術を習得するための職業訓練の

充実を図る。 

・訓練科や訓練内容について、学校運営協議

会等の外部意見を反映した見直しを進め

る。 

・公共職業安定所と連携し、就職ガイダンス

やカウンセリング、求人情報の提供等によ

り、総合的に就職を支援する。 

・委託訓練については、就職実績に応じ委託

費を支給するほか、労働局、労使団体等関

係機関と協働し、産業界や地域の人材ニー

ズに即した訓練カリキュラムへの見直し等

を推進することにより、就職率の向上を図

る。 

 

【機構】 

・産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓

練科を見直す。 

・訓練科の定員の充足状況や修了者の就職実

績が低調なものについては、原因の把握及

び分析を行った上で、訓練内容等の見直し

を図る。 

 また、訓練コースの一部の入所時期を変

更・分散化し、求職者の受講機会の増加を

図る。 

・公共職業安定所との連携強化の下、綿密な

キャリア・コンサルティング、求人情報の

提供等の計画的な就職支援を実施。 

・訓練修了時点で就職が決まらない可能性の

ある受講生に対しては、訓練修了前から公

共職業安定所に誘導するなど就職支援の徹

底を図る。 

 

 

 

 

 

 

【県】 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【機構】 

同左 

 



4 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

２ 公共職業訓練（在職者訓練） 

① 

対
象
者
数 

・在職者訓練：66,000 人 

・生産性向上訓練：25,300 人 

・IT 理解・活用力習得訓練：13,000 人 

 

 

 

 

・在職者訓練：64,000 人 

・生産性向上訓練：39,500 人 

【県】 

・2,948 人（当初計画数） 

 

【機構】 

・在職者訓練：280 人 

・生産性向上訓練：350 人 

・IT 理解・活用力習得訓練：230 人 

【県】 

・令和２年度計画と同数程度とする。 

 

【機構】 

・在職者訓練：260 人 

・生産性向上訓練：生産性向上訓練における

令和２年度計画の同数程度と、IT 理解・活

用力習得訓練における令和２年度計画の同

数程度を合算した計画数とする。 

※IT 理解・活用力習得訓練を廃止し、「事業

主の生産性の向上に資する IT 利活用の知識

や手法の習得」を目的に生産性訓練として

実施予定。 

 

 

② 

訓
練
内
容 

・産業構造の変化、技術進歩等による業務の

変化に対応する高度な技能及びこれに関す

る知識を習得させるに真に高度な訓練であ

って、都道府県等又は民間教育訓練機関に

おいて実施することが困難なものを実施。 

・IOT技術等第４次産業革命に対応した職業訓

練を実施。 

・全国の能開法第 15 条の７第１項第４号に基

づく職業能力開発促進センター等に設置し

た「生産性向上人材育成支援センター」に

よる在職者訓練のコーディネート等や生産

性向上のための支援、IT 理解・活用力を習

得するための事業主支援等を行い、民間人

材等を活用した在職者訓練を拡充すること

により、中小企業等の労働生産性向上に向

けた人材育成を支援。 

・70 歳までの就業機会の確保に向けた中高年

齢者に対する訓練を実施。 

 

 

 

 

・同左 

 

 

 

 

・同左 

 

・全国の能開法第 15 条の７第１項第４号に基

づく職業能力開発促進センター等に設置し

た「生産性向上人材育成支援センター」に

よる在職者訓練のコーディネート等や生産

性向上に必要な生産管理、IT 利活用等を習

得するための事業主支援を行い、民間人材

等を活用した在職者訓練を実施することに

より、中小企業等の労働生産性向上に向け

た人材育成を支援。 

・同左 

【県】 

・地域のニーズに対応した技能及びこれに関

する知識を習得させるための訓練を実施。 

 

 

【機構】 

・産業構造の変化、技術進歩等による業務の

変化に対応する高度な技能及びこれに関す

る知識を習得させるに真に高度な訓練であ

って、県又は民間教育訓練機関において実

施することが困難なものを実施。 

・能開法第 15 条の７第１項第４号に基づく職

業能力開発促進センター等に設置した「生

産性向上人材育成支援センター」による在

職者訓練のコーディネート等や生産性向上

のための支援、IT 理解・活用力を習得する

ための事業主支援を行い、民間人材等を活

用した在職者訓練を拡充することにより、

中小企業等の労働生産性向上に向けた人材

育成を支援。 

・70 歳までの就業機会の確保に向けた中高年

齢者に対する訓練を実施。 

 

 

【県】 

・同左 

・IOT技術等第４次産業革命に対応した職業訓

練を実施。 

 

【機構】 

・同左 

 

 

 

 

・能開法第 15 条の７第１項第４号に基づく職

業能力開発促進センター等に設置した「生

産性向上人材育成支援センター」による在

職者訓練のコーディネート等や生産性向上

に必要な生産管理、IT 理解・活用力等を習

得するための事業主支援を行い、民間人材

等を活用した在職者訓練を拡充することに

より、中小企業等の労働生産性向上に向け

た人材育成を支援。 

・同左 

 



5 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

③ 

効
果
的
な
訓
練
実
施
の
た
め

の
取
組 

・地域の中小企業事業主等の人材ニーズを把

握した上で、ニーズに即した訓練科、実施

方法により、訓練を実施。 

同左 【県】 

・地域のニーズに対応した技能及びこれに関

する知識を習得させるための訓練を実施。 

 民間の専門家である外部講師も活用する。 

 

【機構】 

・地域の中小企業事業主等の人材ニーズ等を

把握した上で、ニーズに即した訓練科、実

施方法により、訓練を実施。 

 

 

【県】 

同左 

 

 

 

【機構】 

同左 

３ 公共職業訓練（学卒者訓練）  

① 

対
象
者
数 

・5,800 人（うち専門課程 4,000 人（うち日

本版デュアルシステム 300 人）、応用課程

1,700 人、普通課程 100 人） 

 

 

 

・5,800 人（うち専門課程 4,000 人（うち日

本版デュアルシステム 200 人）、応用課程

1,700 人、普通課程 100 人） 

【県】 

・60 人（うち普通課程 60 人） 

【県】 

同左 

② 

訓
練
内
容 

・ものづくり現場の戦力となる高度な実践技

能者を育成するための訓練を実施。 

・第４次産業革命の進展に対応するため、特

に、ロボット技術を活用した生産システム

の構築、運用管理等ができる人材を養成す

るための職業訓練を実施。 

 

 

 

同左 県】 

・ものづくり現場の将来の中堅技能者を育成

するための訓練を実施。 

・一般の職業能力開発校において、精神保健

福祉士等の配置、精神障害者等の受入れに

係るノウハウ普及・対応力強化に取り組む

ことにより、精神障害者等を受け入れるた

めの体制整備に努める。 

【県】 

同左 

③ 

効
果
的
な
訓
練
実
施
の
た
め
の
取
組 

・産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓

練科を見直す。 

・訓練科の定員の充足状況や修了者の就職実

績が低調なものについては、原因の把握及

び分析を行った上で、訓練内容等の見直し

を図る。 

・低所得世帯の者に対し、経済的負担を軽減

することにより、職業に必要な技能・技

術・知識を習得する機会の強化を図るた

め、支援措置を実施。 

 

 

 

同左 【県】 

・地域産業の人材ニーズに対応した、基礎的

な技能・技術を習得するための職業訓練の

充実を図る。 

・訓練科や訓練内容について、学校運営協議

会等の外部意見を反映した見直しを進め

る。 

【県】 

同左 

 



6 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

４ 公共職業訓練（障害者訓練） 

① 

対
象
者
数 

・6,830 人（うち委託訓練 3,850 人） 

・就職率目標：施設内訓練 70％、委託訓練

55％ 

 

 

 

 

 

 

 

・6,730 人（うち委託訓練 3,800 人） 

・同左 

【県】 

・79 人（うち委託訓練 79 人） 

【県】 

・令和２年度計画と同数程度とする。 

② 

訓
練
内
容 

・精神障害者を始めとする職業訓練上特別な

支援を要する障害者を障害者職業能力開発

校において重点的に受け入れる。 

・民間企業等に対して委託する障害者委託訓

練の設定については、就職に結びつきやす

い実践能力習得訓練コースに重点を置き、

精神障害者向けの訓練コース設定を促進し

つつ、委託元である都道府県が関係機関と

連携を図り、対象となる障害者の確保、法

定雇用率が未達成である企業や障害者の雇

用の経験の乏しい企業を含めた委託先の新

規開拓に取り組む。 

・一般の職業能力開発校において、精神保健

福祉士等の配置、精神障害者等の受入れに

係るノウハウ普及・対応力強化に取り組む

ことにより、精神障害者等を受け入れるた

めの体制整備に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同左 【県】 

・障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズ

に対応した訓練を実施するため、民間企業

等に委託する訓練では、障害者の雇用経験

の乏しい企業等を障害者就業・生活支援セ

ンター等関係機関との連携により開拓し、

訓練の充実を図る。 

【県】 

同左 

 



7 

 

 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

③ 

効
果
的
な
訓
練
実
施
の
た
め
の

取
組 

・就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏ま

え、訓練科を見直す。 

・訓練科の定員の充足状況や修了者の就職実

績が低調なものについては、原因の把握及

び分析を行った上で、訓練内容等の見直し

を図る。 

・「職業能力開発施設における障害者職業訓

練の在り方について」（障害者職業能力開

発校の在り方に関する検討会報告書）の実

現に向けた取組を推進する。 

 

同左 【県】 

・県障害福祉計画を踏まえ障害者福祉施策と

の密接な連携を図る。 

・委託訓練について、就職に結びつきやすい

実践能力習得訓練の受講促進と訓練委託先

の開拓を進めるとともに、知識・技能習得

訓練コースでは、就職実績に応じた委託費

を支給する。 

【県】 

同左 

５ 求職者支援訓練 

① 

訓
練
規
模
・
就
職
率
目
標 

・27,613 人に訓練機会を提供するため、訓練

認定規模 48,440 人を上限とする。 

※第一次補正予算により対象人員の拡充を行

い、50,000 人に訓練機会を提供するため、

訓練認定規模 86,207 人を上限としてい

る。 

・雇用保険適用就職率目標：基礎コース

58％、実践コース 63％ 

 

 

・予算編成過程において調整。 

 

 

 

 

 

・同左 

・300 人程度に訓練機会を提供する。 

・雇用保険適用就職率目標：基礎コース

58％、実践コース 63％ 

・予算編成過程において調整。 

・同左 

② 

基
礎
と
実
践

の
割
合 

基礎コース 50％程度・実践コース 50％程度 

 

 

 

 

 

同左 基礎コース 30％ < 90> 

基礎コース 70％ <205> 

 計       <295> 

基礎コース 30％程度・実践コース 70％程度 

※具体的な定員数については、予算過程にお

いて調整。 

③ 

実
践
コ
ー
ス
の
重
点
（
全
国
共
通

分
野
） 

実践コース 訓練認定規模の 50％ 

 うち全国共通分野 

  介護系 

  医療事務系 

  情報系 

 

 

 

 

 

実践コース 訓練認定規模の 50％ 

 うち全国共通分野 

  介護系 

  医療事務系 

  情報系 

 

実践コース 訓練認定規模の 70％ 

 うち介護系   20％ < 40> 

   医療事務系 20％ < 45> 

   情報系    5％ < 15> 

   その他   55％ <105> 

※< >内の数はコース定員の倍数等になるよ

う端数調整を行い比率が変動する場合が

ある。 

○１訓練コースの定員上限数 

 介護分野     20 人 

 介護分野以外   15 人 

 

実践コース 訓練認定規模の 70％ 

 うち介護系   20％ 

   医療事務系 20％ 

   情報系    5％ 

   その他   55％ 

※具体的な定員数については、予算過程にお

いて調整。 

 

○１訓練コースの定員上限数 

 介護分野     20 人 

 介護分野以外   15 人 

 

３分野の割合は、地域の実情 

に応じて次の範囲で設定。 

  【下限】介護：20％程度、 

医療事務：5％程度 

情報：5％程度 

３分野の割合は、地域の実情 

に応じて次の範囲で設定。 

  【下限】介護：20％程度、 

医療事務：5％程度 

情報：10％程度 
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 令和２年度 

全国職業訓練計画 

令和３年度 

計画に向けた議論のためのたたき台 

令和２年度 

地域計画 

令和３年度 

地域（大枠方針） 

④ 

新
規
参
入
の
上
限 

基礎コース 上限 20％ 

実践コース 上限 20％ 
※新規枠は必ず設定し、かつ、上に揚げた値を超えてはなら

ないが、ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した

場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で、新規枠

へ振り替えることも可能とする。 
 

基礎コース 上限 30％ 

実践コース 上限 30％ 
※新規枠は必ず設定し、かつ、上に揚げた値を超えてはなら

ないが、ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した

場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で、新規枠

へ振り替えることも可能とする。 
 

中央訓練協議会が示す上限とする。 

基礎コース 上限 20％ 

実践コース 上限 20％ 
※新規枠は必ず設定し、かつ、上に揚げた値を超えてはなら

ないが、ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した

場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で、新規枠

へ振り替えることも可能とする。 

※地域ニーズ枠は全て新規枠とすることも可能とし、当該上

限値の別枠とする。 
 

中央訓練協議会が示す上限とする。 

基礎コース 上限 30％ 

実践コース 上限 30％ 
※新規枠は必ず設定し、かつ、上に揚げた値を超えてはなら

ないが、ある認定単位期間で実績枠に余剰定員が発生した

場合は、枠の活用のために同一認定単位期間内で、新規枠

へ振り替えることも可能とする。 

※地域ニーズ枠は全て新規枠とすることも可能とし、当該上

限値の別枠とする。 
 

⑤ 

地
域
ニ
ー
ズ
枠 

・基礎又は実践コースで少なくとも１訓練コ 

ース分を設定 

・特定の訓練分野、特定の対象者又は特定の

地域について設定 

・都道府県の訓練認定規模の 10％以内 

 

 

 

・同左 

 

・同左 

 

・都道府県の訓練認定規模の 20％以内 

・若年層対象とした基礎コースで１コース 

 コミュニケーション能力、ビジネスマナー

向上等の職業能力開発講習 

同左 

⑥ 

そ
の
他 

・成長分野、人材不足分野とされている分

野・職種に重点を置くとともに、地域にお

ける産業の動向及び求人ニーズを踏まえ

る。 

・育児中の女性等で再就職を目指す者、東日

本大震災の被災者、未就職のまま卒業する

こととなった新規学卒者、コミュニケーシ

ョン能力等の課題を有する生活困窮者、さ

らには短時間労働者等の不安定就労者、就

職氷河期世代の者のうち不安定な就労に就

いている者や無業状態の者など、対象者の

特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定

にも努めることとする。 

  特に出産・育児を理由とする離職者につ

いては、育児と職業訓練の両立を支援する

ため、短時間の訓練コース及び託児サービ

ス付き訓練コースの設定を推進する。 

 

同左 ・各地域における訓練機会を確保するため、

地域優先枠（下関・宇部地域、山口・萩・

防府地域、周南・下松地域、柳井・岩国地

域）を設定する。なお、１認定単位期間ご

との地域優先枠の定員については、ホーム

ページにおいて周知する。 

・訓練実施機関の参加機会を確保するため、

１認定単位期間における申請できる申請上

限数を設定することも可能とする。なお、

１認定単位期間ごとの申請上限数は、地域

の訓練実施機関の分布、地域職業訓練実施

計画、認定申請及び認定実績等を考慮し

て、労働局と機構支部との協議のうえ決定

し、ホームページにおいて周知する。 

同左 

 



資料８ 

 

 

 

 

地域における職業訓練の質の 

検証・改善に係る業務について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



地域における職業訓練の質の検証・改善に係る業務について

○ 地域の関係機関の協働（地域レベルのコンソーシアム）による職業訓練コースの開発・検証事業当該事業で培ったノウハウや
連携体制等を活用することは有効である。

○ 地域訓練協議会のワーキングチームを活用し、労働局・都道府県・機構等により、地域で実施している委託訓練が効果的なも
のとなるよう、職業訓練の質の検証・改善を行う。（年間２コース程度）

取組内容

厚生労働省

地域訓練
協議会

報
告

報
告

承
認①実績の低調な委

託訓練分野の
要因を分析

②検証・改善を行
う訓練分野の
候補を選定

①検証・改善を行
う訓練分野に
関連する団体へ
のヒアリング

②ヒアリング結果
の分析

③検証・改善会議
で精査する訓練
カリキュラム概
要案の検討

次年度以降、
都道府県の委
託訓練として
実施

地域で実施する委託
訓練に関する現状と
課題を把握し、検
証・改善を行う訓練
分野を選定

検証・改善を行う
訓練分野に関連
する団体等が求め
る人材ニーズ等の
把握・分析

改善した訓練分野
の次年度以降の実施
の検討

承認を得た訓練カ
リキュラム概要に
基づく委託訓練を
実施（都道府県）

事業スキーム（１年間）

・
具
体
的
な
見
直
し
方
策
の
検
討

・
検
証
・
改
善
を
行
う
訓
練
分
野
の
選
定

議 題

・
地
域
訓
練
協
議
会
へ
の
報
告
内
容
ま
と
め

・
選
定
し
た
訓
練
分
野
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

改
善
案
の
協
議
・
精
査

議 題

第１回
検証・改善
会議

第２回
検証・改善
会議







◎接客・接遇サービス科(訓練実施施設：YICキャリアデザイン専門学校)

　 訓練期間：2019/12/4～2020/4/3

行ラベル データの個数 / 年代 行ラベル データの個数 / 性別

40 6 女 11

20 3 男 1

30 2 総計 12

10 1

総計 12

就職状況 就職

行ラベル データの個数 / 就職状況 行ラベル データの個数 / 関連・非関連
就職 9 関連 2
未就職 3 非関連 7
総計 12 総計 9

関連・非関連 関連

行ラベル データの個数 / 年代

30 1

40 1

総計 2

就職

75.0%

未就職

25.0%

③就職率

就職

未就職

就職状況

関連

22.2%

非関連

77.8%

④関連就職率

関連

非関連

関連・非関連

30 
50.0%

40 
50.0%

⑤関連就職の年齢比

30
40

年代

40 
50.0%

20 
25.0%

30 
16.7%

10 
8.3%

①受講者年齢比

40

20

30

10

年代

女

91.7%

男

8.3%

②受講者男女比

女

男

性別

レジ・接客

事務職

介護職

清掃



ＦＰ簿記
　養成科

訓練期間

   11月 13日(金)令和2年

3月 12日(金)令和3年

9:30～ 15:05
（授業終了後、掃除・HRあり）

時 間
土・日・祝日、学校指定日
※休日・時間帯については変更する場合あり
※ 年末年始休み…12 月 29 日（火）～ 1月 4日（月）

休 日 募集期間

9月2日(水)
10月6日(火)

令和2年

内　　容

取得目標資格

簿記、ファイナンシャルプランニング基礎
ファイナンシャルプランニング演習、就職実務
パソコン基本操作実習、コミュニケーション
ビジネスマナー、文書作成実習、表計算実習
【OS:Windows10  アプリケーションソフト:Office2016】

費　　用

ただし、テキスト代として13,585 円程度必要
※検定受験料は別途必要

受講料無料

申込方法

次の①、②のいずれにも該当する方
①公共職業安定所に求職申込みを行っている方
②公共職業安定所長の受講指示、受講推薦または支援指示が受けられる方

訓練場所

対  象   者

提  出  物：入校願　　　　　　提  出  先：最寄りの公共職業安定所
選  考  日：令和 2年 10月23日（金）　9:30 ～（受付 9:00 ～）
選考場所：山口県立東部高等産業技術学校（周南市瀬戸見町 15番 1号）

　　　山口県立東部高等産業技術学校では、受験者用の駐車場がご用意できませんので、
　　　公共交通機関でお越しください。

選考方法：面接・筆記試験　　合否通知：令和 2年 10月30 日（金）※本人あて郵送
※応募状況によっては、訓練を中止することがあります。また、コロナウイルス感染症等への対応のため、訓練の中止や、実施場所、
　訓練期間、授業方法（例えばオンライン授業）等に関する内容の変更を行う場合があります。
※募集期限までに申込者が定員に満たない場合、募集期間を延長することがありますが、延長後に申込まれた場合は受験票等
　を郵送しませんので、本人が確認できる身分証明書（免許証等）を持って、選考試験日時に必ず選考会場へお越しください。

４か月コー
ス

ファイナンシャルプランナー（FP）・簿記の基礎
知識を習得し、資産運用・経理・会計の能力を
しっかりと身につけます！
また、Word・Excel・接遇マナー等の実践的な
技能を活用し、経理事務、営業事務、一般事務等
幅広い職種に対応できる人材を目指します。

■お問合わせ先は、最寄りの公共職業安定所または

山口県立東部高等産業技術学校
〒745-0827
山口県周南市瀬戸見町 15 番 1号 
☎ 0834-28-2233　fax 0834-28-4617

募集定員
20名

※訓練期間中・修了後受験可能
3級ファイナンシャルプランニング技能士
（日本 FP 協会）
日商簿記検定試験 3級（日本商工会議所）
Word 文書処理技能認定試験 3級／
Excel 表計算処理技能認定試験 3級
（2級の受験可能）
（サーティファイソフトウェア活用能力認定委員会）

周南

YICキャリアデザイン専門学校
〒745-0073　周南市代々木通二丁目33番地
※JR徳山駅より徒歩５分
※近隣に有料駐車場有　（１ヶ月 3,000 円の補助有）
※駐輪場有　（50cc までの原付駐車可 /無料）
☎ 0834-22-9111 JR 徳山駅

防長トラベル

大同生命
ビル

AZホテル

商工会議所

代々木公園 市役所

YICキャリアデザイン専門学校

MAP

みずほ銀行

←至下関

三菱東京
UFJ銀行

山口銀行

NTT

認定証発行番号
第2019TC0005(1)号



募集期間

選考日

時　間

2

6

18

6

60

72

24

452Ｈ

ＪＲ山陽本線　徳山駅下車　（徒歩５分）

防長交通　徳山駅バス停降車　（徒歩５分）

＜面接試験会場＞　

コミュニケーション
【チームワークの重要性・自己表現力の養成】
アイスブレイキング、アサーション、意思疎通、協調性、情報共有

文書作成実習
【ワープロソフト（Word2016)の基礎・実務活用】
ワードソフトの基礎・応用、ビジネス文書作成等の技術習得、現場で役立つ実務的機能操
作、Word文書処理技能認定試験試験対策、検定実施

ビジネスマナー

【ファイナンシャルプランニングに必要となる基礎知識の理解】
ライフプランニングと資金計画、リスク管理、金融資産運用、タックスプランニング、不動産、
相続・事業継承、ファイナンシャルプランニング検定対策

【接遇マナーの理解】
基本的な挨拶用語と敬語、接遇マナーにおける社会人としての心構え、ホスピタリティ、報
告・連絡・相談、電話応対、来客応対

ファイナンシャルプランニング 基礎

パソコン基本操作実習 パソコンの基本操作、パスワード設定、キーボード入力操作、インターネットの基本操作

入校式

主な就職先

金融・保険・不動産などの資産運用や資産管理能力を習得し、簿記の基礎知識を学ぶことで、ＦＰ・経理・会計の能力を身につ
ける。
また、実務に即したWordとExcelの操作方法と接遇マナーも身につけることで、経理事務、営業事務、一般事務など幅広い職種
に対応できる人材となることを目指す。

対応職務

訓
　
練
　
の
　
内
　
容

【ファイナンシャルプランニングに必要となる実務演習】
資産設計提案業務演習、ファイナンシャルプランニング検定対策

表計算実習

110

122

一般企業や生命保険会社、不動産取引業務等全般での経理事務・営業事務・一般事務職等

　　令和２年１０月２３日（金）

１３，５８５円程度（テキスト代）

【就職活動の理解とキャリア形成プロセスの実践】
就職活動の進め方、自己理解、仕事理解、労働市場についての情報提供、履歴書・職務
経歴書等の応募書類作成指導、面接指導、面接対策ロールプレイング、ジョブ・カードを活
用したキャリアコンサルティングの実施、就職面談

仕上がり像

定　員 　　２０名

学校法人ＹＩＣ学院　ＹＩＣキャリアデザイン専門学校

一般企業、生命保険会社、不動産企業 等

計

・ファイナンシャルプランナー（FP）の知識を身に付け、各部署や経営陣と連携を取りながら、就職先企業の発展に向けて行動が
出来る人材の育成
・簿記の知識を基礎から身に付けることにより、経理事務・一般事務として活躍できる人材の育成
・企業人としての考え方や、顧客とのコミュニケーション能力、マナー力の定着
・ＯＡ機器（ワープロソフト・表計算ソフト）の知識や操作技術の習得

２０，６５０円程度（資格試験の検定料）

＜訓練実施施設までの交通手段＞

 【駐　車　場】  

９：３０ ～ １５：０５（授業後ＨＲ、掃除あり）【訓練時間帯】　

訓　　練　　生　　募　　集　　票

職業意識
の涵養・
基礎能力
の養成等

科　　　目 科　目　の　内　容

（2時間）

コース名

訓練目標

　　令和２年９月２日（水）～令和２年１０月６日（火）
ＦＰ簿記養成科

訓練実施期間

【取得目標資格】
・3級ファイナンシャルプランニング技能士（日本FP協会）
・日商簿記検定試験3級（日本商工会議所）
・Word文書処理技能認定試験3級（サーティファイ）
・Excel表計算処理技能認定試験3級（サーティファイ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※訓練期間中、訓練修了後受験可

備
　
考

修了式

実
技

近隣にあり（有料）※1か月\3,000円補助有

学
科

簿記
【日商簿記検定試験３級レベルの知識習得】
簿記の基本、仕訳、帳簿、決算、検定試験対策
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【関連資格】

【教科書代等】　

　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ　（０８３４）２２－９１１１　　　　　　　　ＦＡＸ　（０８３４）２２－９２２２
　〒745-0073　山口県周南市代々木通二丁目３３番地所　在　地

職業能力
開発

（2時間）

訓練実施施設名

ファイナンシャルプランニング 演習

学
科

就職実務

オリエンテーション 訓練受講に際しての注意事項・安全衛生・環境整備の必要性

令和２年１１月１３日（金）～令和３年３月１２日（金）

（案内図）

　　　　　　山口県立東部高等産業技術学校（周南市瀬戸見町15番1号）　

【表計算ソフト（Excel2016)の基礎・実務活用】
エクセルソフトの基礎・応用、表やグラフ作成等の技術習得、現場で役立つ実務的機能操
作、Excel表計算処理技能認定試験試験対策、検定実施

ここ
こ

こ
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・ｅラーニングチラシ 

 

・生産性向上人材育成支援センターにおける中小企業等の人材育成

を支援する取組 

 

・令和２年度山口県職業訓練実施計画 

 



スクーリング会場

山口市

会計事務情報科 防府市

パソコン実務科 周南市

２か月コース

ＦＰ・簿記基礎科

10/1～11/6 12/16～2/15

10/29～12/2 1/13～3/12

募集期間 訓練期間

9/18～10/23 12/1～1/29

山口県立　　　　　　
東部高等産業技術学校
tel 0834-28-2233

山口県立　　　　　　
西部高等産業技術学校
tel 083-248-3505

お近くのハローワーク

※受講に必要な設備（パソコンやスマートフォン）、インターネット接続環境、
　通信費、テキスト代等は自己負担です。
※スクーリングを月2～4回実施します。
※各コースの詳細は次ページ以降をご覧ください。

または

「eラーニング」

小さなお子さまの
子育て中

ご家族の介護中 訓練場所が遠い

山口県

受講料無料

ＳＴＡＲＴ
！

自宅で受講できる
職業訓練

お問い合わせ先

①
自宅で

③
何回でも

②
好きな時に

. . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . . .

スキルアップしませんか!

eラーニング
だから

※通信費、テキスト代等は自己負担



 

 







生産性向上人材育成支援センターにおける中小企業等の人材育成を支援する取組

人手不足の深刻化や技術革新の進展の中で、中小企業等が事業展開を図るためには、従業員を育成するとともに、企業が生み
出す付加価値（労働生産性）を高めていくことが必要となっています。
当機構では、全国87か所のポリテクセンター等に「生産性向上人材育成支援センター」を設置し、企業の人材育成に関する相

談支援から、課題に合わせた「人材育成プラン」の提案、職業訓練の実施まで、中小企業等の人材育成に必要な支援を一貫して
行っています。

「技能・技術などの向上」や「新たな製
品づくり」といった企業の生産現場が抱
える課題解決のために、 “ものづくり分
野”を中心に、設計・開発、加工・組立、
工事・施工、設備保全などの実習を中心
とした高度な訓練コースを体系的に実施
しています。

○訓練日数
概ね２～５日（12～30時間）

○受講料（１人あたり平均）
13,000円程度

○主な訓練分野
【機械系】
・機械設計 ・機械加工 ・溶接加工
【電気・電子系】
・電子回路設計 ・電気設備保全
・IoT技術の活用
【居住系】
・建築設計 ・建築製図
・施工管理

中小企業等の生産性向上に必要な知識等
を習得するために、あらゆる産業分野で
必要とされる“生産管理､IoT､クラウド
の活用”などのカリキュラムを、利用企
業の課題に合わせてカスタマイズし、専
門的な知見やノウハウを有する民間機関
等を活用して実施しています。

○訓練日数
概ね１～５日（６～30時間）

○受講料（１人あたり）
3,300円～6,600円

○主な訓練分野
【生産・業務プロセスの改善】
・生産管理 ・品質管理 ・流通・物流
・IoT活用によるビジネス展開
・クラウド活用入門
【横断的課題】
・組織マネジメント
【売上げ増加】
・マーケティング

「研修したいが講師がい
ない」「研修したいが機
械を止められない」「研
修場所がない」といった
企業の要望に応じて、機
構の職業訓練指導員（テ
クノインストラクター）
を企業に派遣することや、
ポリテクセンター等の機
構施設・設備（会議室、
実習場及び訓練用設備・
機器）の貸出しを行って
います。

高度な技能・技術の習得を支援
（在職者訓練）

生産性向上に必要な知識等の習得を支援
（生産性向上支援訓練）

職業訓練指導員の派遣
施設･設備の貸出

１.人材育成に関する相談
担当者が企業を訪問して人材育成
に関する課題や方策等を整理

２.人材育成プランの提案
課題等に合わせて以下のメニュー
の中から最適なプランを提案

３.職業訓練の実施
企業の人材育成プランに応じて
職業訓練の実施や指導員を派遣

支援の流れ

IT技術の進展に対応するために必
要な”IT新技術の理解、表計算等
のITスキル、情報セキュリティ”
など、“IT理解・活用力”を習得す
るための訓練コースを、専門的な
知見やノウハウを有する民間機関
等を活用して実施します。

○訓練日数
概ね0.5～３日（３～18時間）

○受講料（１人あたり）
2,200円～5,500円

○主な訓練分野
【IT理解】
・新技術動向 ・業務のIT化 等
【ITスキル･活用】
・表計算 ・文書作成
・ホームページ 等
【IT倫理】
・情報セキュリティ
・コンプライアンス

IT理解・活用力の習得を支援
（IT活用力セミナー）

ＪＥＥＤホームページ
生産性センターの支援メニ
ューを紹介しています。



 

 

 

 

 

 

令和２年度山口県職業訓練実施計画 

（総合計画） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月１日 
 
 
 

山口労働局・山口県・独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構山口支部 
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１ 総説 

(１) 計画のねらい 

   この計画は、職業能力開発促進法（昭和 44 年法律第 64 号。以下「能開法」という。）第２条に規定する労働者及び職業訓練の

実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（平成 23 年法律第 47 号。以下「求職者支援法」という。）第２条に規定する

特定求職者（以下「対象者」という。）の職業能力の開発及び向上を図るための職業訓練が、能開法に基づき公共職業訓練施設で

行われる職業訓練（以下「公共職業訓練」という。）や求職者支援法第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職業

訓練（以下、求職者支援訓練）という。）など多岐にわたること等を踏まえ、対象者の職業訓練を受ける機会を十分に確保するた

め、公共職業訓練及び求職者支援訓練の実施に関し重要な事項を定めたものである。 

 

(２) 計画期間 

   計画期間は、令和２年４月１日から令和３年３月３１日までとする。 

 

(３) 計画の改定 

   この計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、改定する。  

 

２ 労働市場の動向と課題等  

(１) 労働市場の動向と課題（令和元年度における雇用失業情勢及び令和２年度の動向見込み） 

  ① 令和元年度における雇用失業情勢 

    本県の令和２年１月の有効求人倍率は、１．４７倍となり、３か月連続して、低下している。正社員有効求人倍率も令和２年

１月は、１．２９倍となり、３年５か月連続１倍台で推移しており、山口県の雇用情勢は、改善が進む中、求人が求職を大幅に

上回って推移している。 

    また、令和２年３月新規高校卒業予定者の令和２年１月末現在の就職内定率は、９６．３％で、前年同期と比べて０．１ポイ

ント減少した。 

  ② 令和２年度の動向見込み 

    県内の経済情勢は、基調としては回復しており、生産は堅調に推移し、雇用・所得情勢は、引き続き労働需給が引き締まって

いるなど、改善している。 
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(２) 令和元年度における公的職業訓練をめぐる状況 

    令和元年度の職業訓練の受講者数は次のとおり。 

    ・公共職業訓練（離職者訓練） 1,225 人（令和元年 12 月末現在） 

    ・求職者支援訓練         126 人（令和元年 12 月末現在） 

    令和元年度の職業訓練の就職率は次のとおり。       

    ・公共職業訓練（離職者訓練） 施設内訓練    84.3％ 

                   委託訓練    63.3％ 

    ・求職者支援訓練       基礎コース   25.0％ 

                   実践コース   53.3％ 

注１ 施設内訓練は令和元年９月末、委託訓練は令和元年８月末までに修了した訓練の訓練修了後３か月までの就職率。 

注２ 求職者支援訓練については、平成３１年４月以降令和元年５月までに修了した訓練の修了者等に占める訓練修了３か月

後までに雇用保険適用 

就職した者の割合。 

 

３ 公的職業訓練の実施方針等 

(１) 令和２年度の職業能力開発実施計画の特色 

  ① 県立校 

    東西の高等産業技術学校を「地域産業界への人材育成拠点」と位置付け、時代の要請に沿った訓練内容の充実を図っていく。

大規模な設備を要する訓練は直営で、また民間での実施が可能な訓練は民間教育訓練機関を積極的に活用するなど、産業界や 

求職者のニーズに合致した、多様で効果的な訓練を実施する。 

  ② 機構立施設 

機構が行う離職者訓練は、地域の雇用失業情勢を把握し、産業動向、人材ニーズを踏まえ、主に「ものづくり分野」の訓練コ

ースを実施する。６ヶ月訓練を標準とし、訓練開始時期を４月、6 月、７月、１０月、１２月、１月、２月として、訓練機会の

分散化を図っている。就業経験が少なく職業能力形成機会に恵まれなかった方や、すぐに実践的な職業訓練等を受講することが

困難な方等のために 1ヶ月の橋渡し訓練（９月、１月）を実施する。 
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(２) 学卒者訓練の実施方針 

   主として常設の普通課程の訓練科に学卒者を受け入れ、地域ニーズに応じた訓練を実施する。 

 

(３) 在職者訓練の実施方針 

  ① 県立校 

    高等産業技術学校の施設内において、パソコン操作技能を習得する事務系の訓練や電気工事士の資格取得のための電気系の訓

練を実施するとともに、労働基準協会等の団体との連携により溶接技術を習得する溶接系の訓練やクレーン操作技術を習得する

運輸系の訓練を実施する。また、企業ニーズに即した訓練として、中小企業団体等の要望に応じて訓練内容を設定するオーダー

メイド型の訓練を実施する。 

  ② 機構立施設 

    中小企業等の在職者を主な対象として、地方公共団体との役割分担を明確にし、民間教育訓練機関の実施状況を踏まえ、「も

のづくり分野」に特化した顧客満足度の高い能力開発セミナーを実施する。また、地域の職業能力開発ニーズに対応するため、

個々のニーズに応じて設定する「オーダーメイド型」訓練や、指導員派遣及び施設設備貸与等により、事業主、事業所、各種団

体等の職業能力開発、人材育成を支援する。 

 

 

(４) 離職者訓練の実施方針 

  ① 県立校 

県内の有効求人倍率が１.６倍を超え、また正社員の有効求人倍率が１．３７倍となるなど、雇用情勢は着実に改善が進む中、

求人が求職を大幅に上回って推移している状況である。人手不足分野や求職者ニーズの高い職種である介護、事務関係の訓練を

中心とした職業訓練を民間教育訓練機関等の機動性を活用して積極的に実施し、離職者や新卒未就職者の早期就職を支援する。 

  ② 機構立施設 

求職者を対象に「ものづくり分野」における知識・技能・技術の習得と再就職に必要な実践的能力を形成するための職業訓練を

実施する。令和２年度は、テクニカルオペレーション科および電気設備技術科の訓練内容の一部を見直した。設備保全サービス

科については、訓練開始時期を 4月・10 月から 6月・12 月へ変更し、訓練機会の分散化を図った。 
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(５) 求職者支援訓練の実施方針 

      令和２年度においては、非正規雇用労働者、自営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対する雇用のセー

フティーネットとしての機能が果たせるよう３００人程度に訓練機会を提供する。 

   また、基礎的能力のみを習得する職業訓練（基礎コース）も設定するが、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得する職

業訓練（実践コース）を設定する。（求職者支援訓練の７０％）その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点

を置くとともに、地域における産業の動向や求人ニーズを踏まえたものとする。実践コースのうち、介護系、医療事務系及び情報

系の３分野の割合を設定する。就職氷河期世代の者のうち不安定な就労に就いている者や無業者を安定した職業生活に移行させる

ため、当該者の特性・訓練ニーズに応じた職業訓練１コースを設定する。基礎コースのうち、若年層におけるコミュニケーション

能力、ビジネスマナー向上等の職業能力開発講習を中心とした訓練１コースを地域ニーズ枠として設定する。 

   なお、求職者支援訓練修了後３か月以内の就職について、基礎コースにおいて雇用保険適用就職率５８％、実践コースにおいて 

同６３％を目指す。 

 

(６) 障害者訓練の実施方針 

   高等産業技術学校においては、スロープや身障者用トイレ等の施設整備を行い、可能な範囲で身体障害者を受け入れている。平

成１３年度から委託訓練を実施しており、障害者を対象とした訓練を実施するとともに、特別支援学校高等部に在籍する生徒に対

して、特別支援学校早期訓練コースを実施する。また、これらの訓練の受講が困難な障害者については、国立の障害者職業能力開

発校への入校を勧める。 

 

(７) 職業能力開発実施体制の長期的方向（訓練科目の見直し及び再編整備の方向又は考え方） 

  ① 県立校 

    雇用情勢や人材ニーズの変化に即応した訓練を実施するために、離転職者向けの訓練を充実させるとともに、少子化や高校生

の進学状況を踏まえ、普通課程を縮小するなど、平成２６年度以降の訓練科の見直しを行い、さらに企業の人材ニーズを踏まえ、

応募率や就職率等の向上に向けた訓練内容の見直しを行っている。 

    また、相次ぐ製造業の大規模な企業撤退等を踏まえ、平成２５年度以降、離職者を対象に年度途中の１２月入校や６月入校等

の訓練科（６か月訓練）を新設している。 

    なお、現時点においては、職業能力開発校は現行どおり２箇所を直営で運営する方針としており、再編整備等の予定はない。 
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  ② 機構立施設 

訓練科の見直し及び訓練計画の策定に際しては、人材ニーズ等の把握・分析の結果や運営実施の状況を総合的に点検し、機構

版教育訓練ガイドラインによるＰＤＣＡサイクルを実施することにより改善・見直しを行い、訓練品質の維持・向上を図ること

を基本としている。離職者訓練は、主にものづくり分野であって、当該地域において民間では困難なものを実施し、在職者訓練

は、中小企業等を対象として、ものづくり分野を中心に真に高度なものを実施することとしている。したがって、離職者訓練及

び在職者訓練は、機械系、電気・電子系及び居住系の「ものづくり分野」で訓練科を計画している。訓練ニーズの把握状況や民

間教育訓練機関との競合の有無、訓練科の設定の適否については、「訓練計画専門部会」を開催し、専門的かつ実務者である委

員による協議及び審査を経て、次年度計画を策定することとしている。なお、国が実施する職業訓練については、全国どこで受

講しても一定の訓練品質を担保する観点から、仕事を体系化し、具体的な能力開発の内容を「職業能力開発体系」として整備し

ており、それをもとにモデルカリキュラムやテキスト等を作成しているので、この範囲で訓練科の見直しや再編整備を行うこと

としている。 

 

(８) 施設の統廃合の計画（都道府県立校のみ） 

年度 令和元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 

計画 － － － － － 

施設数 ２校 ２校 ２校 ２校 ２校 

 

(９) 入学金･授業料等の徴収状況（都道府県立校のみ） 

施 設 訓 練 課 程 入学料 授業料 備 考 

職業能力 
開 発 校 

普通職業訓練    

 

普通課程 
中卒者向け訓練 該当なし 該当なし 選考料 2,200円 

教材費・被服費等 
32,000～124,000円 高卒者向け訓練 5,650円 118,800円 

短期課程 
離転職者向け訓練   32,000～125,000円 

在職者向け訓練 － － 5,000～15,000円 

職業能力開発
短期大学校 

高度職業訓練専門課程 該当なし 該当なし  

高度職業訓練専門短期課程 該当なし 該当なし  
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(10) 訓練科目の新設等の計画（施設内のみ） 

設

置

主

体 

施設名 

2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度 6 年 度 

備  考 
区分 訓練科名 

課程及び 

定員増減 
区分 訓練科名 

課程及び 

定員増減 

区分 

 
訓練名 

課程及び 

定員増減 
区分 訓練名 

課程及び 

定員増減 
区分 訓練科名 

課程及び

定員増減 

県 

山口県立

東部高等

産業技術

学校 

                

                

                

山口県立

西部高等

産業技術

学校 

                

                

                

                

機

構 

山口職業

能力開発

促進セン

ター 

                

                

                

記入上の注意） 

１．この計画にあたって、新築等による施設整備（機械整備は除く。）について予算措置が必要な訓練科の表示は次に区分すること。 

イ  2 年度開始訓練科      ○元年度において補助金の交付決定を受け整備済の科……………………………… ○○科 

ロ  3 年度以降開始予定訓練科  ○4年度以降において補助金の交付決定を受け整備を行う予定の科………………… ○○科 
２．「区分」欄は、同一訓練科で普通訓練短期課程とする等、課程を変更する場合は、「切替」と記入し、同一訓練課程の中において訓練科を変更する場合は、 
  「廃止」、「新設」と記入する。訓練科の定員を変更する場合、「定員増」「定員減」と記入する。 

  なお、施設間における訓練科の異動は「移設」記入し、施設間における訓練科の入れ換えは「移行」と記入する。 
３．訓練期間が２ケ月未満の訓練は記入しない。 
４．応用課程、専門課程及び普通課程の系・専攻科は、訓練科に読み替える。（以下同じ） 

５．訓練科名は、応用課程、専門課程及び普通課程については、規則別表の科名、短期課程については、実際に使用している科名を記入すること。（以下同じ）６．在職者訓練については記載しない。 
 
 

 
 

 

令和 2年度においては、新設等予定なし。 
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(11) 都道府県立校の課程別延定員（施設内のみ） 

課   程   別 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度 6 年 度 備    考 

 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員  

普 通 ・ 普 通 ( 中 卒 )              

普 通 ・ 普 通 ( 高 卒 ) 20 120 20 120          

普通・短期(２ヶ月未満) 10 40 10  40          

普通・短期(２ヶ月以上) 10,15,30 195 10,15,20 195          

高 度 ・ 専 門 ( 短 大 )              

計  355  355          

 

 (12) 高齢・障害・求職者雇用支援機構立校の課程別延定員（施設内のみ） 

課   程   別 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度 6 年 度 備    考 

  定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員  

普 通 ・ 普 通 ( 高 卒 )              

普通・短期(２ヶ月未満)              

普通・短期(２ヶ月以上) 10,15,18 262 10,15,18 262          

高度・専門(大学校・短大)              

高 度 ・ 応 用 ( 大 学 校 )              

計  262  262          

 

 (13) 障害者の課程別延定員 （施設内のみ） 

課   程   別 元 年 度 2 年 度 3 年 度 4 年 度 5 年 度 6 年 度 備    考 

  定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員 定  員 延 定 員  
 

国 立 
普 通 ・ 普 通              

普 通 ・ 短 期              

 

県 立 

普 通 ・ 普 通              

普 通 ・ 短 期              

計  
             

 
（記入上の注意）  

１．(11)～(13)における「普通・短期」については、技能向上に係るもの（在職者訓練）を除くこと。 

２．(11)、(13)における「普通・短期（２ケ月以上）」については、新規学卒者を対象とするものを内数（ ）書きすること。 

３.（12）における「高度・専門（大学校・短大）」に、高度職業訓練の特定専門課程を含めること。また、「高度・応用（大学校）」に高度職業訓練の特定応用課程を含めること。
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４ 訓練実施計画表(障害者職業能力開発校分を除く)  

 (1) 施設内総括 

都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 

定員 定員 1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 
 

第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

山口県立 

東部高等 

産業技術 

学  校 

第２種自動

車系自動車

整備課 

11       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

設備施工系

冷凍空調設

備科「設備

ｼｽﾃﾑ科」 

16       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

メカニカル

デザイン科 
26         

10×1 

(10×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

10 

(10) 
 

造園科 29         
10×2 

(10×2) 

6 ヶ月 

(4,10 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

機械加工科 31         
15×1 

(15×1) 
1 年 

(4 月) 
        昼 

15 

(15) 
 

溶接技術科 31         
20×1 

(20×1) 
1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

CAD/CAM 

短期コース 
27         

10×2 

(10×2) 

6 ヶ月 

（6,12 月） 
        昼 

20 

(20) 
 

物流機械運

転科 
11                 

10×2 

(10×2) 

1 ヶ月 

(6,1 月) 
昼 

20 

(20) 
 

計 ８科        
40 

(40) 

40 

(40) 

85 

（85） 
     

 

 
 

20 

(20) 
  

185 

(185) 
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都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 
定員 定員 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

 
第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

都

道

府

県

立 

山口県立 

西部高等 

産業技術 

学  校 

第２種自動

車系自動車

整備課 

60       
20 

(20) 

20 

(20) 
          昼 

40 

(40) 
 

木造建築科 26         
20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        昼 

20 

(20) 
 

電気工事・

設備科 
18         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        

昼 
20 

(20) 
 

ｴｸｽﾃﾘｱ・造

園科 
11         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月) 
        

昼 
20 

(20) 
 

空調・設備

施工科 
27         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(4 月)         
昼 

20 

(20) 
 

内装リフォ

ーム科 
27         

20×1 

(20×1) 

1 年 

(10 月) 
        

昼 

20 

(20) 
 

溶接技術科 

 
28         

10×1 

(10×1) 

1 年 

(4 月) 
        

昼 

10 

(10) 
 

建設機械運

転科 
7                 

10×2 

(10×2) 

1 ヶ月 

(5,10 月) 昼 
20 

(20) 
 

計 ８科        
20 

(20) 

20 

(20) 

110 

（110） 
       

20 

(20) 
  

170 

(170) 
 

県立校小計 16 科        
60 

(60) 

60 

(60) 

195 

（195） 
       

40 

(40) 
  

355 

(355) 
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都

道

府

県

立 

・

機

構

立 

施設名 訓練科名 

設

定

年

度 

高度職業訓練 普通職業訓練 

土日 

夜間別 

定 員 専門課程 応用課程 普通課程 短期課程(2 ヶ月以上) 短期課程(2 ヶ月未満) 

定員 定 員 中卒 高卒 右記を除く訓練 障害者を対象とした訓練 若者を対象とした訓練(機構のみ) 学卒者訓練  

1 年 2 年 1 年 2 年 
定員 定員 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

1 回定員 

× 回数 

訓 練 期 間 

及   び 

訓練開始月 

 
第 1 種 

定 員 
1 年 2 年 1 年 2 年 

機

構

立 

山口職業 

能力開発 

促  進 

センター 

設備保全サ

ービス科 
31         

15×2 

（15×2） 

6 ｹ月 

(6,12 月) 
        昼 

30 

（30） 
 

ﾃｸﾆｶﾙｵﾍﾟﾚｰ

ｼｮﾝ科 
18         

15×4 

（15×4） 

6 ｹ月 

(4,7,10,1月) 
        昼 

60 

（60） 
 

金属加工科 19         
10×4 

（10×4） 

6 ｹ月 

(4,7,10,1月) 
        昼 

40 

（40） 
 

電気設備技

術科 
11         

15×3 

（15×3） 

6 ｹ月 

(4,7,10 月) 
        昼 45 

（45） 
 

電気設備技

術科(短期型ﾃﾞ

ｭｱﾙ・橋渡し訓練

付き) 

19         
15×1 

（15×1） 

6 ｹ月 

(2 月) 
        昼 15 

（15） 
 

住環境計画

科 
22         

18×3 

（18×3） 

6 ｹ月 

(4,7,1 月) 
        昼 54 

（54） 
 

住環境計画

科（橋渡し訓練

付） 

31         
18×1 

（18×1） 

6 ｹ月 

(10 月) 
        昼 18 

（18） 
 

                       

                       

計 7 科          
262 

（262） 
          

262 

（262） 
 

合  計        
60 

(60) 

60 

(60) 

457 

（457） 
       

40 

(40) 
  

617 

(617) 
 

（記入上の注意）  

 １．「定員」欄は、「１回定員×訓練回数」で記入し、前年度定員を下に（ ）書きで同様に記入すること。 

 ２．「訓練期間及び訓練開始月」欄は、「訓練開始月」を「訓練期間」の下に（ ）書きで記入すること。 

 ３．「訓練科名」欄は、次の要領で記入すること。 

  ① 同一の訓練科で２つ以上の訓練コースがある場合は、各訓練コースごとに記入すること（以下同じ）。 

  ② 都道府県独自の訓練科名称については、それぞれ下に「 」書きで記入すること。 

 ４．「定員計の第１種定員」欄は、雇用対策法第 18 条第２号により都道府県が支給する訓練手当に係る定員及び駐留軍関係離職者（駐）と沖縄失業者求職手帳所持者（沖）で国が支給する訓練手当に係る定員をいう。 

   なお、駐及び沖の定員は、外数で（ ）書きで記入すること。 

 ５．廃止科は、訓練科名を（ ）書きし、定員欄に当年度定員を「０」とし、前年度定員を下に（ ）書きで記入すること。 

 ６．普通職業訓練の短期課程「学卒者訓練」欄は、専修訓練課程から短期課程へ転換し、新規学卒者を対象とした訓練を記入すること。 

 ７．土日･夜間等に行う場合、｢土日・夜間の別」欄に記入すること。 

  ８.  障害者を対象とした訓練科（コース）については、訓練科（コース）名の前に以下の記号を付し、訓練科（コース）名の後に対象となる障害種別（身体障害、知的障害、精神障害、発達障害等）を（ ）書きで記載すること。   

・「一般校を活用した障害者職業能力開発事業実施要領」に基づく事業終了後、交付金事業として実施している場合→障交・上記以外の場合→障単 

  ９. 日本版デュアルシステム（専門課程・普通課程・短期課程）を実施する施設においては、実施校の訓練科の後にデの記号を付すこと。 

１０．職業能力開発総合大学校で実施する、高度職業訓練の特定専門課程及び特定応用課程においては、訓練科の後に特の記号を付すこと。 
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 (2) 技能向上に係る訓練実施計画(在職者訓練) 
                                                      都道府県名 山 口 県       

実施主体 施  設  名 課   程 訓練科名 年間開催回数 合計訓練時間 延 定 員 備   考 

 

 
 
 
都 
道 
府 
県 
立 
施 
設 
 
 

 

山口県立 
東    部 
高等産業 
技術学校 

短期課程 

 
溶接科 
機械科 
電気工事科 
クレーン運転科 
フォークリフト運転科 
情報ビジネス科 
玉掛け科 

回 
 13 
  8 
  5 
 27 
 37 
 10 
 38 

時間 
  209 
   68 
   72 
  300 
  999 
  174 
  380 

人 
  370 
  230 
  160 
  424 
  370 
  129 
  380 

 

計   138  
2,063 

(2,955) 
 

山口県立 
西  部 
高等産業 
技術学校 

短期課程 

溶接科 
機械科 
電気工事科 
クレーン運転科 
フォークリフト運転科 
情報ビジネス科 
玉掛け科 

   
 3 
  6 
  2 
  2 
  2 
  6 
  2 
  2 

    
  54  
  124 
   48 
   50 
   66 
   68 
   42 
   28 

  
  130 
  250 
   50 
  100 
   40 
   95 
  120 
  100 

 

 
 
 
 
 

 

計    25  
  885 

(  720) 

 

県立施設合計２施設 
  

163 
 2,948 

(3,675) 

 

雇 高 
用 齢 
支 ・ 
援 障 
機 害 
構 ・ 
立 求 
施 職 
設 者 

山口職業能力 
開発促進センター 

短期課程 
 
 

機械系 
電気・電子系 
居住系 

18 
13 
11 

228 
210 
132 

170 
130 
145 

 

計   42  
445 

（410） 

 

機構立施設合計１施設 
  

42  
445 

（410） 

 

総  合  計   205  
3,393 

(4,085) 
 

（記入上の注意） 
 １．「訓練科名」欄は、規則別表第２より選択した訓練科名をその掲げる順に従い記入すること。 
   ただし、規則別第２に掲げる訓練科名より選択できないものについては、当該訓練の内容を明確に表した訓練科名を、規則別表第２より選択した訓練科 
  名の後に記入すること。 
 ２．「課程」欄は、普・短(普通訓練・短期課程)、高・専短（高度訓練・専門短期課程）、高・応短（高度訓練・応用短期課程）の別を記入すること。 
 ３．「延定員」欄は、前年度定員を（ ）書きすること。 
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 (3) 委託訓練 

  ① 都道府県独自によるもの（（４）～（７）に該当する委託訓練を除く） 

施  設  名 訓 練 科 ( 訓 練 職 種 ) 委 託 施 設 ( 住 所 ) 

定     員 

訓練期間 訓練開始月 備  考 
一回 

 

延 第１種定員 

 該当なし        

         

         

         

県     計         

（記入上の注意） 

 １．「訓練科」欄には、訓練職種（例：事務、造園、デザイン等）を（ ）書きすること。また、訓練科のうち自動車運転科については、自動車運転科（普通Ⅱ種）、自動車運転科（大型Ⅰ種）のよ
うに個別に記入すること。 

 ２．「委託施設」欄には、委託施設名と住所を記入すること。 

 ３．「定員」欄は、前年度定員を下に（ ）書きで記入すること。また、「第１種定員」欄は、Ｐ６の（記入上の注意）を参照すること。 
 ４．「備考」欄は、主たる訓練対象者（中高年、一般対策、アイヌ対策、障害者等）を記入すること。 
 ５．施設ごとに「小計」欄を設ける必要は無いこと。 

 ６．都道府県立施設毎に計（１施設のみの場合は不要。）を記入し、合計欄には両方の合計を記入すること。 
 ７．各項目において未定の事項については「未定」と記入すること。 
 

  ② 国費による委託訓練（離職者等再就職訓練事業） 

施  設  名 訓 練 科 ( 訓 練 職 種 ) コース数 定員数 備   考 

東部高等産業技術学校  32   590  

西部高等産業技術学校  36   650  

     

     

県     計  68 1,240  

  （記入上の注意） 

１．各項目において未定の事項については「未定」と記入すること。 
２．「訓練科」が未定の場合で、訓練職種のみ記載可能な場合には「未定」と記載のうえ、（ ）書きにより記載すること（例：事務、介護、建築等）。訓練職種も未定の場合は、（ ）書きは不要で

あり、「未定」とのみ記載すること。 

３．平成２５年度より「離職者等再就職訓練事業」の中の１コースとして実施予定である「母子家庭の母等の職業的自立促進事業」及び「日本版デュアルシステム（委託訓練活用型）」の訓練コースに
ついても、同表に記載すること。 

４．離職者等再就職訓練事業の詳細な計画は、別途通知にて依頼する予定であること。 
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  ③ 国費による委託訓練（障害者の態様に応じた多様な委託訓練） 

訓練コース名 訓 練 期 間 定   員 備  考 拠 点 校 名 
コーディネーター・ 

コーチ配置数 

知識・技能習得訓練コース      ３か月 １０人 

 
 

 
各コースとも 
東部高等産業技術学校 

及び 
西部高等産業技術学校 

 
障害者職業訓練 
コーディネーター  

２人 

障害者職業訓練コーチ

  １人 
 

実践能力習得訓練コース      ３か月 ４９人 

ｅ－ラーニングコース      － － 

特別支援学校早期訓練コース      ２か月 １５人 

在職者訓練コース      － － 

合       計 ７４人 

 

  ④ 国費による委託訓練（就職活動に困難性を有する学生等に対する委託訓練） 

訓練コース名 定   員 備  考 拠 点 校 名 

標準訓練コース 該当なし   

企業実習組合せ訓練コース  

企業実習コース  

合       計 
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(４) 求職者支援訓練 

① 訓練認定規模は、以下のとおりとする。 

コース別 認定規模 新規参入枠 コース割合 

基礎コース ９０人 ２０％ ３０％ 

実践コース    ２０５人 ２０％ 

７０％ 
 

介護系 

医療事務系 

情報系 

その他 

４０人 

４５人 

１５人 

１０５人 

 

合 計 ２９５人  １００％ 

 

② 求職者支援訓練の認定にかかる留意事項 

(ｱ) 新規参入となる求職者支援訓練については、基礎コース、実践コースそれぞれにおいて、認定規模の２０％を上限に認定する。 

(ｲ) １訓練コースの定員上限数は、介護分野 20 名、その他はすべて 15 名とする。 

(ｳ) 求職者支援訓練は、この計画に則して四半期ごとに認定する 

(ｴ) 申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合、 

a. 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから、 

b. 実績枠については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものから、認定する。 

(ｵ) 認定コースの定員数が認定上限値を下回った場合及び認定されたものの中止になった訓練コース分の定員数は 

a. 次期以降の認定単位期間の同コース・同分野の認定上限値を引き上げるために活用できる 

b. 第４四半期まで繰り越した認定枠については、基礎コースと実践コース間の振替や、実践コースの他分野への振替を可能とする 

(ｶ) 基礎コース、実践コースにおける優先枠 10 名を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



15 

 

 

 

 (６) 日本版デュアルシステム（公共職業訓練型（委託型デュアルを除く。）） 

 

施  設  名 

 

訓 練 科 ( 訓 練 職 種 ) 

 

類型 

 

訓練期間 

 

定員 

 

 

備  考 

 施設内 委託訓練（座学） 企業実習 有期パート就労 

 該当なし        

県     計         

山口職業能力 

開発促進センター 

電気設備技術科 短期課程 5ｹ月  1ｹ月  15  

        

機  構  計 1      15  

合     計       15  

（記入上の注意） 
 １．施設ごとに「小計」欄を設ける必要はないこと。 
 ２．類型には「専門課程」、「普通課程」、「短期課程」のいずれかを記入すること。 
 ３．訓練期間には、「○月○日～○月○日（○ｈ）」、「○ヶ月」等を記入すること。 
 ４．定員には、当該年度の定員数を記入すること。 
                                    

（７）第１種定員調書                                           都道府県名  山 口 県     

施設区分 

令 和 ２ 年 度 計 画 

計画人員（人） 
支給計画額 

 障害者等 母子家庭の母等 中高年齢者等 その他 

施設内  １５( １５) １５(１５)  ０( ０) ０(０) ０(０) 20,905,000(16,271,000) 

施設外  ５８( ９４) ３４(６０) ２４(３４) ０(０) ０(０) 22,745,000(33,343,000) 

合 計   ７３(１０９) ４９(７５) ２４(３４) ０(０) ０(０) 43,650,000(49,614,000) 

（記入上の注意）  
１．施設区分ごとに記入し、「合計」欄には両方の合計を記入すること。 
２．「計画人員」欄については、平成 30 年度における計画人員数を記入すること。また、（ ）内に前年度計画人員数を記入すること。 
３．「障害者等」、「母子家庭の母等」、「中高年齢者等」及び「その他」欄については、計画人数の内数として、対象者ごとの計画数を記入すること。また、（ ）内に前年度計画人員数を記入すること。 
４．「支給計画額」欄については、支給される訓練手当の総額(基本手当＋技能習得手当＋寄宿手当)を記入すること。また、（ ）内に前年度計画人員数を記入すること。 
５．各項目において未定の事項については「未定」と記入すること。 
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（計画人員の対象者の定義） 
 １．「障害者等」は、労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律施行規則（以下、労働施策総合推進法という。）第 2条第 2項第 6号、同第 7号及び第 7号 2で定め

る身体、知的、精神障害者とする。 

 ２．「母子家庭の母等」は、労働施策総合推進法施行規則第 2条第 2項第 8号で定める母子家庭の母等とする。 
 ３．「中高年齢者等」は、労働施策総合推進法施行規則第 2条第 2項第 1号及び同第 6号で定める中高年齢失業者手帳保持者及び 45 歳以上の者（身体障害者を除く）とする。  
 ４．「その他」は、上記対象者以外で労働施策総合推進法施行規則上、就職困難者として定められている者とする。 
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７ 実践的な職業訓練への橋渡し訓練 

実施機関 講  座  名 講座期間 定 員 備    考 

山口職業能力開発促進センター 住環境計画科（橋渡し訓練付） 9月7日～9月29日（81ｈ） 10 統合型 

山口職業能力開発促進センター 
電気設備技術科（短期型デュアル

・橋渡し訓練付） 
1月8日～1月27日（81ｈ） 10 統合型 

     

     

合    計 2  20  

 

（記入上の注意） 

 １．訓練科毎に記入すること。 
 ２．訓練期間には、それぞれ「○月○日～○月○日（○h）」とし、○hには時間数を記入すること。 
 ３．各項目において未定の事項については、「未定」と記入すること。 
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８ 公的職業訓練の実施に当たり公共職業能力開発施設が行うべき事項等 

(１) 関係機関との連携 

   公共職業訓練（離職者訓練）と求職者支援訓練を合わせた訓練規模、分野及び時期において職業訓練の機会や受講者を適切に確保する

とともに、職業訓練を効果的に実施し、訓練修了者の就職を実現していく上で、国や都道府県の関係行政機関はもとより、地域の訓練実

施機関の団体や労使団体等の幅広い理解・協力が求められる。 

   このため、令和２年度においても、地域訓練協議会を開催して、関係者の連携・協力の下に、地域の実情を踏まえた、計画的で実効あ

る職業訓練の推進に資することとする。 

   地域訓練協議会においては、必要に応じ、地域の産業ニーズを踏まえて訓練内容の検討を行うワーキング・チームを開催する。 

   このほか、公共職業訓練（離職者訓練）及び求職者支援訓練におけるジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの着実な実

施等に資するため、地域ジョブ・カード運営本部において、効果的な周知・啓発の在り方を検討し、関係機関を通じた周知を図る。 

 

(２) 公的職業訓練の受講生の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

   対象者（在職者訓練の対象者は除く。）に対しては、公共職業安定所におけるキャリアコンサルティングを通じ、適切な訓練コースの

選択を支援する。 

   また、対象者（在職者訓練の対象者は除く。）に対し、訓練期間中にジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングの機会を設

け、訓練修了後の求職活動の方向性を明確化するとともに、訓練実施機関と公共職業安定所とが連携し、訓練効果を生かせる求人情報の

提供など、就職に向けた支援を充実する。 

   訓練修了後は、訓練実施機関による独自の就職支援のほか、公共職業安定所においても、訓練実施機関が訓練修了時に交付したジョブ

・カード（評価シートを含む。）等を活用し、未就職者の就職支援に一層積極的に取り組んでいく。 

 

(３) その他 

   産業界・教育訓練機関団体等の協力も得ながら、職業能力評価基準や民間教育訓練機関における職業訓練サービスガイドライン等の更

なる整備及び普及も進めていくこととする。 
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９ 公共職業能力開発施設の名称及び所在地等一覧表 

 
施  設  名 

 

 
施設設置年度 
（建替年度） 

人材開
発センタ
ー設置状

況 

向上訓練 
等推進員 
設置状況 

無料職業 
紹介事業 
実施状況 

 

 
 

所  在  地 

 

 
代表者番号 

及びＦＡＸ番号 

 
寄宿舎 
収 容 
定 員 

 
管 轄 
安定所 

 
訓練施設
の特色 

 
将来の特
色付けの

方向 

施 設 整 備 状 況 
 

スロープ 
 

手す
り 

 
トイ
レ 

 
エレベータ

ー 

 
自動
扉 

山口県立東部高等産業 

技術学校 

 

 

 

山口県立西部高等産業 

技術学校 

 

 

 

山口職業能力開発促進 

センター 

 ポリテクセンター 

山口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理棟Ｓ50年 

実習棟Ｓ50年 

体育館Ｓ55年 

寄宿舎Ｓ53年 

 

管理棟Ｓ55年 

実習棟Ｓ55年 

体育館Ｓ58年 

寄宿舎Ｓ55年 

 

管理棟Ｓ56年 

実習棟Ｓ56年 

有 

 

 

 

 

有 

 

 

 

 

無 

有 

 

 

 

 

有 

 

 

 

 

有 

有 

 

 

 

 

有 

 

 

 

 

有 

〒745-0827 

周南市瀬戸見町１５－１ 

 

 

 

〒752-0922 

下関市千鳥ケ丘町２１－３ 

 

 

 

〒753-0861 

山口市矢原１２８４－１ 

TEL:0834(28)2233 

FAX:0834(28)4617 

 

 

 

TEL:083(248)3505 

FAX:083(248)3508 

 

 

 

TEL:083(922)1948 

FAX:083(932)1935 

24 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

無 

徳山公 

共職業 

安定所 

 

 

下関公 

共職業 

安定所 

 

 

山口公 

共職業 

安定所 

機械関係職 

種を主とす 

る職業能力 

開発校 

 

建築関係職 

種を主とす 

る職業能力 

開発校 

 ○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

× 

 

 

 

 

× 

 

 

 

 

× 

○ 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 
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10 職業能力開発施設の配置図 

 

山口

防府公共職業安定所

下松公共職業安定

柳井公共職業安定所

2

4

8

1 5

1 0

9

1 1

1 4 1 3

5

3
1 2

6

1

●認定職業訓練施設
（単独校）

１ 下野工業㈱
２ ㈱日立製作所・笠戸工場

３ マツダ㈱防府工場
４ 三菱重工業㈱下関造船所
５ 積水ハウス㈱

６ ㈱Ｍｕｓｅ
７ ㈱カンダ

（共同校）
8  (訓)山口県表具内装訓練協会

9  (訓)山口県建設職業訓練協会

10 (協)山口県農業機械商工業協同組合

11 (協)山口県管工事協同組合連合会

12 (協)新南陽鉄工団地協同組合

13 (商)山口県自動車整備商工組合

14 (協)山口県電気工事工業組合

15 (任)山口県ツーバイフォー建築組合

16 (協)ビューティーアート事業協同組合

○
●
◎
△

公共職業能力開発施設
認 定 職 業 訓 練 校
関 係 機 関
公 共 職 業 安 定 所

凡 例

萩公共職業安定所長門分室

萩公共職業安定所

山口公共職業安定所
山口職業能力開発促進センター

岩国公共職業安定

下関公共職業安定所

防府地域職業訓練センター

山口県立西部高等産業技術学校

宇部公共職業安定所

徳山公共職業安定所

山口県立東部高等産業技術学校

宇部市

7

下関市

山口市

防府市

周南市

下松市

光市

柳井市

岩国市

萩市
長門市

1 ６


